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新しく開発された農業技術もしくはより機
能や効果を高めるために改良された既存の技
術を、どのように農家のレベルに普及して定
着させ、農業生産性の向上、所得の増加につ
なげていくかは、開発途上国の農業開発にと
って重要な課題の１つであることはいうまで
もない。その課題に取り組むためこれまでに
さまざまな理論的枠組みが提示されてきた。
その代表的なものは、かつて 1980 年代後半
から 90 年代にかけて盛んに論じられていた
Farming Systems Research and Extension

（以下 FSR/E、農業システム研究・普及）お
よびその後継で 2000 年代に入り広く認めら
れ て き た Agricultural Knowledge and 
Innovation System（以下 AKIS、農業知識・
イノベーションシステム）である。

FSR/E は、農家の圃場において研究者が
農業者とともに導入の対象となる技術を試行
し、双方によるモニタリングと評価を通じそ
こから課題を発見して解決に向かう。また次
の段階で発見された新たな課題を解決すると
いうプロセスを繰り返しながら、技術を着実
に定着させていくというアプローチである。
一方 AKIS は、農業者、研究者、教育者、普
及指導者、民間企業、NGO、政策担当者な
どのステークホルダーが連携して、それぞれ
の立場で有する知識や情報を出し合い意見交

換するためのプラットフォームを形成し、そ
こから農業の持続的発展や生産性向上に寄与
する有益な知識を創出、農業者の課題解決に
つながる方法や技術、政策、制度などのイノ
ベーションを見出していくというアプローチ
である。

FSR/E および AKIS ともに、農業者を主
体において導入する技術がどのようにしたら
定着するのか、また農業者の既存知に新しい
知識や情報を加えることでどのようなイノベ
ーションを起こすことができるかを、農業者
が自ら考え判断することに重点をおいてい
る。いいかえれば、技術と知識の普及が農業
者と関係者との間で並走しながらつながって
いることにこのアプローチの大きな特徴があ
る。その一方で、最近では開発途上国の農村
においても SNS や生成 AI の利用などデジ
タリゼーションが急速な勢いで進んでおり、
技術と知識、情報へのアクセスが以前にもま
して格段に改善されてきている。とはいえ、
それらの取捨選択と採用には、農家が自らの
ファーミング・システム全体を俯瞰したうえ
で経営の改善に活かす方向へ適切に判断する
能力が必要であり、そのブラッシュアップに
は農業者のみならず関係者の能力向上が強く
求められる。

技術を普及にどのように適切につなげてい
ったらよいのか、大きな転換期に差し掛かっ
ているように見受けられる。

技術を適切に普及へつなげる

巻 頭 言

東京農業大学名誉教授

板垣　啓四郎
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特集：農業技術における最新動向

大西　純也

はじめに

砂漠化とは、乾燥・半乾燥地域および乾燥
半湿潤地域における種々の要因（気候変動や
人間活動を含む）による土地の劣化であり、
その面積は、国連環境計画（UNEP）が約
19～36 億 ha と推計している（UNEP 2006）。
なお、砂漠化とは、もともと植生に覆われた
土地が不毛地になっていく現象であり、砂漠
の拡大を意味するものではない。この深刻化
する砂漠化への国際的な取り組みとして、
1994 年 ６ 月 17 日 に 砂 漠 化 対 処 条 約

（UNCCD）が締結された。UNCCD は毎年６
月 17 日を「砂漠化および干ばつと闘う世界
デー」とし、2025 年は「土地を回復し、機
会を解き放つ」をテーマに、土地の回復を通
じた雇用創出、食料と水の安全保障の強化、
気候変動対策の支援、経済回復への貢献など
を強調し、砂漠化への対処を促している。灌
漑農業は、必要な時期に人為的に水を供給す
るため、その生産性は高く、特に、乾燥・半
乾燥地域での安定的な農業生産には灌漑が必
須となる。しかし、そこでは、不適切な水管
理による土壌の塩類化が深刻化しており、砂
漠化の一因となっている。本報では、灌漑農
業と乾燥地域、そして、乾燥地域の灌漑農地

で深刻化する土壌の塩類化について概説する
とともに、2008 年から国際農林水産業研究
センター（以下、国際農研）が検証を重ねて
いる土壌塩類化対策について報告する。

１．灌漑農業
農業に水は必要不可欠であり、降雨によっ

て水を与える天水農業と人為的に水を与える
灌漑農業に分けることができる（川島 2008）。
天水農業は、自然の降雨に依存するため生産
性が低い。一方、灌漑農業は、必要な時期に
人為的に水を供給するため生産性が高い。世
界の土地面積約 130 億 ha（2017 年）の内、
農 地 面 積（Cropland） は 約 15.6 億 ha（ 約
12％）であり、灌漑農地は約 3.4 億 ha で農
地面積の約 22％程度を占めている。この灌
漑農地では世界の作物生産量の約 44％、穀
物生産量の 42％を生産しており、特に、開
発途上地域では作物生産量の約 49％、穀物
生 産 量 の 約 60 ％ を 生 産 し て い る

（Alexandratos and Bruinsma 2012）。世界人
口が急増した 1961 年から 2017 年までの 57
年間に、農地面積は 13.5 億 ha から 15.6 億
ha へと約 2.1 億 ha 増加したが、その内、灌
漑農地は 1.6 億 ha から 3.4 億 ha へと約 1.8
億 ha も増加しており、増加した農地面積の
約 86％を占めている。また、灌漑水の使用量
も過去 50 年間（1960～2010 年）に 650km3y－１

（１年間の使用量が 650km3）から 1400km3y－１

灌漑農業に伴う土壌塩類化と持続的対策の構築

ONISHI Junya：Soil Salinization Due to Irrigation 
Agriculture and Establishment of Sustainable 
Measurements.
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に倍増したと推計されている（Wada and 
Bierkens 2014）。このことから、灌漑農業の
発展が過去 57 年間の大幅な食料増産に大き
く貢献したことが明らかである。仮に灌漑し
なければ、ナツメヤシ、コメ、ワタ、柑橘類、
サトウキビの生産量が、それぞれ、60％、
39％、38％、32％、31％減少し、さらに、穀
物生産量も 47％減少し、穀物生産量全体の
20％が損失すると試算されている（Siebert 
and Döll 2010）。したがって、今後も灌漑の
拡大と水管理の改善は、世界の食料安全保障
を確保する上で非常に重要である。灌漑は世
界のほぼすべての国で行われており、灌漑農
地は広範囲に分布している（図１）。特に、
アジア大陸が約 71％を占めており、特に、
人口密度が高く、１人当たりの農地面積が小
さいインドおよび中国の割合が高い（Joint 
Research Centre of European Commission 
2018）。また、アラビア半島、イラン、中央
アジア、北アフリカ、オーストラリア、北米
西部などの乾燥・半乾燥地域においても広く

灌漑が行われている。

２．乾燥地域
乾燥地域は、降水量が少なく可能蒸発量・

可能蒸発散量が多いため、水のひっ迫度が高
く、元来、生産性が低い（北村 2016）。しか
し、乾燥地域は日射が豊富であることから、
水と肥料を充分に与えれば高い生産性が期待
できる（藤山 2019）。乾燥地域の農業生産を
安定化するには灌漑が必須であり、世界の灌
漑農地の約 60％が乾燥地域に分布している

（八丁、筒井 1998）。乾燥地域の定義は様々
であるが、ここでは、年間の降水量を可能蒸
発散量で割った比の値である乾燥度指数

（Aridity Index： AI）を用いる。ミレニアム
生 態 系 評 価（Millennium Ecosystem 
Assessment 2005） お よ び 欧 州 委 員 会

（European commission： EC）共同研究セン
ター（Joint Research Centre of European 
Commission 2018）は、AI が 0.65 より低い
地域を乾燥地域として定義している。世界の

図１　世界の灌漑農地の分布
出典：World Atlas of Desertification, Third edition（JRCEC 2018）
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乾燥地域の面積は、地球上の総陸地面積 153
億 ha のうち、約 60.9 億 ha（約 40％）を占
めており、2000 年時点で約 21 億人もの人々
が生活している（表１）。

乾燥地域は、乾燥度指数によって、乾燥の
激 し い 順 か ら 極 乾 燥（Hyper-arid）、 乾 燥

（Arid）、半乾燥（Semiarid）、乾燥亜湿潤（Dry 
sub humid）に分類される。年間降水量の目
安 は、 お お よ そ、 極 乾 燥・ 乾 燥 地 域 は
200mm 以下、半乾燥地域は 200～800mm、

乾燥亜湿潤は 800～1500mm に対応する（日
本沙漠学会 2009）。世界の乾燥地の分布を図
２に示す。乾燥地域は、世界の砂漠を取り巻
くように広がり、アフリカの開発途上地域に
多くみられるが、アメリカ西部やオーストラ
リアなどの先進国にも分布している（恒川 
2014）。

乾燥地の土地利用は、極乾燥から乾燥では
放牧地が主体であり、特に極乾燥では、遊牧
やオアシス農業などの限られた生活が営まれ

表 1　乾燥地の面積と人口

Subtype Aridity
Index

Area
Dominant

Broad 
Biome

Population

Size
（mill km2）

Share of 
Global
（%）

Toal
（thousand）

Share of
Global
（%）

Hyper-arid <0.05 9.8 6.6 desert 101,336 1.7
Arid 0.05-0.20 15.7 10.6 desert 242,780 4.1
Semiarid 0.20-0.50 22.6 15.2 grassland 855,333 14.4
Dry subhumid 0.50-0.65 12.8 8.7 forest 909,972 15.3

Total 60.9 41.1 2,109,421 35.5
出典 : Millennium Ecosystem Assessment（MA）（2005）

図２　世界の乾燥地の分布
出典：World Atlas of Desertification, Third edition（JRCEC 2018）
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ている。また、半乾燥、乾燥亜湿潤へと降水
量が増えるに従い、耕地、特に天水農業が増
加する（恒川 2014）。

３．土壌の塩類化（塩類集積）
土壌の塩類化（塩類集積）とは化学的な土

壌劣化であり、可溶性の塩が土壌に蓄積する
ことである（USDA 1998）。土壌の塩類化は
生産性の低下に関与する主要な非生物的スト
レスのひとつであり、ここ数十年で土壌の塩
類化が劇的に増加している（Martin et al . 
2012）。特に、降水量が少なく降水の規則的
な土壌への浸透が維持できない乾燥地域にお
ける土壌の塩類化が顕著である（Farifteha 
et al . 2006）。また、乾燥地域では、土壌に塩

類が集積する前兆の段階であっても、植物の
生長が阻害される（農業農村工学会 2003）。
塩類土壌（Salt affected soil）は、集積する
塩の量と組成により塩性土壌（Saline soil）
とソーダ質土壌（Sodic soil）に分類される（藤
山 2019）。土壌溶液（飽和抽出液）の電気伝
導度（Electrical Conductivity：ECe）、土壌
溶液（飽和抽出液）のナトリウム吸着比

（Sodium Adsorption Ratio：SAR）、交換性
ナ ト リ ウ ム 率（Exchangeable Sodium 
Percentage：ESP）による塩類土壌の分類を
表３に示す（Leticia et al . 2015）。

また、土壌溶液（飽和抽出液）の電気伝導
度（ECe）による塩類化の程度区分を表４に
示す（Kenneth et al . 2002）。

表２　乾燥地における土地利用

Subtype

Rangeland Cultivated Urban Others

Area
（km2）

Share of
Dryland 

Subtypes
（%）

Area
（km2）

Share of
Dryland 

Subtypes
（%）

Area
（km2）

Share of
Dryland 

Subtypes
（%）

Area
（km2）

Share of
Dryland 

Subtypes
（%）

Hyper-arid 9,497,470 97 55,592 0.6 74,050 1 149,026 2
Arid 13,629,625 87 1,059,648 7 152,447 1 822,075 5
Semiarid 12,170,274 54 7,992,020 35 556,515 2 1,871,146 8
Dry subhumid 4,344,897 34 6,096,558 47 457,851 4 1,971,907 16

Total 39,642,266 65 15,203,818 25 1,240,863 2 4,814,154 8
出典 : Millennium Ecosystem Assessment（MA）（2005）

表３　塩類土壌の分類

分　類 ECe
（dS m－１） SAR ESP

（%）
非塩類土壌 < 4.0 < 13.0 < 15.0
塩性土壌 ≧4.0 < 13.0 < 15.0
ソーダ質土壌 < 4.0 ≧13.0 ≧15.0
塩性ソーダ質土壌 ≧4.0 ≧13.0 ≧15.0

出典 : Soil Salinity, Testing Data Interpretation and Recommendations（Leticia, et al . 2015）
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塩類化土壌の面積は様々な推計がなされて
いるが、これまで約 10 億 ha 程度、地球の
陸地面積の約７％に相当するとされてきた。
しかし、2024 年 12 月に公表された FAO の
最新の報告「Global status of Salt-Affected 
Soils」（FAO 2024）によれば、塩類化土壌

の面積は約 14 億 ha、陸地面積の約 11％に
までに及んでいると推計されている。2021
年に FAO が発表した「Global map of salt-
affected soils」（FAO 2021）で示された、世
界の塩類化土壌の分布を図３に示す。

土壌の塩類化は、発生の過程によって「一

表４　ECe による塩類化程度の区分

塩類化程度 ECe（dS/m） 作物への影響
無 ＜２ 塩分の影響はごく僅か

低度 ２－４ 塩分に敏感な作物は収量が制限される
中度 ４－８ 多くの作物の収量が制限される
高度 ８－16 耐塩性作物のみ収量が制限されない
極度 ＞16 高耐塩性作物のみ収量が制限されない

出典：�Agricultural drainage water management in arid and semi-arid areas, Irrigation and drainage paper 
No. 61（FAO 2002）

図３　世界の塩類化土壌の分布
出典 : Global Map of Salt-Affected Soils（FAO 2021）

0-30 cm

30-100 cm
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次的」と「二次的」の２つに分けられる。一
次的な塩類化は塩湖、塩性湿地、干潟など自
然に生じるものであるのに対し、二次的な塩
類化は都市化や農業（灌漑）といった人間活動
によって引き起こされるものである（Industry 
＆ Investment NSW 2009）。Metternicht ら
は、世界で生じている一次的塩類化の面積を
約 9.6 億 ha、二次的塩類化の面積を約 0.8 億
ha と推計し、二次的塩類化のうち約 58％（約
0.4 億 ha）が灌漑農地で生じているとしてい
る（Metternicht and Zinck 2003）。また、こ
の面積は全灌漑農地の 20％近くにまで及ん
でおり、様々な対策が行われているにもかか
わ ら ず、 増 加 傾 向 に あ る と し て い る

（Metternicht and Zinck 2003）。灌漑農業に
起因した土壌の塩類化が顕著な地域として、
中央アジアのアラル海流域（アムダリア川お
よびシルダリア川流域）、インドのヒンドゥ
スターン流域、パキスタンのインダス川流域、
中国の黄河流域、シリアとイラクのユーフラ
テス川流域、オーストラリアのマレー・ダー
リング川流域、そして、アメリカのサン・ホ
アキン・バレーなどがある。土壌の塩類化が
農業に及ぼす影響は大きく、１年間に失われ
る農地面積は、少なく見積もって 16～30 万
ha、大きく見積もって 150 万 ha であり、生
産性が低下している農地は 2000～4600 万 ha
と 推 計 さ れ て い る（Squires and Glenn 
2009）。土壌の塩類化による収量の低下は経
済的な損失も大きく、灌漑農地を約 3.1 億
ha、その内、約 20％（約 0.6 億 ha）におい
て塩類化が生じていると想定した場合、273
億ドルの経済損失が生じると試算されている

（Qadir et al . 2014）。乾燥地域の灌漑農業で
生じている典型的な土壌塩類化の要因は、①
塩水による灌漑、②排水不良による塩分の残

留、③地下水位の上昇に伴う塩分の毛管上昇
である。これらによって地表面に集積した塩
分を定期的にリーチング等で除去しなけれ
ば、塩類化がどんどん進行していくこととな
る（Devkota et al . 2015）。これまで、土壌
の塩類化に対し、世界中で様々な対策が講じ
られており、大きく、塩類化を抑制する予防
策と集積した塩分を取り除く除塩策に分類で
きる。予防策は、節水、排水機能の確保（明
渠・暗渠・ポンプ排水などの整備）、マルチ
ングなどがある。除塩策はリーチング、ソー
ダ質土壌への石膏散布、Dehydration 法など
がある（井上 2012）。

４．国際農研（JIRCAS）の取り組み
上述したとおり、灌漑農業での土壌の塩類

化は過剰灌漑や排水不良が主な要因であるた
め、節水と排水改良が有効な対策となる。し
かし、点滴灌漑、スプリンクラー、排水路や
暗渠網の整備には、多大な初期投資や維持管
理費が必要となるため、農家による導入が困
難である。したがって、塩類化土壌を適切か
つ持続的に管理していくには、農家が営農活
動の一環として取り組める安価で容易、かつ、
強靭な塩類化対策を構築していく必要があ
る。そこで、国際農研は安価で容易な技術と
することを念頭に、2008 年から「日本で開
発された営農排水改良技術カットシリーズに
よる除塩」と「畝間灌漑の改良による節水」
について、ウズベキスタン共和国（以下、ウ
ズベキスタン）とインド共和国（以下、イン
ド）の塩類化地域を対象に検証を重ねてきた。
ウズベキスタンは、1960 年代（ソ連時代）
の大規模灌漑開発によって飛躍的に収量が向
上したが、その後、過剰灌漑や排水不良に伴
う土壌の塩類化に苦しんでいる。一方、イン

21805481 国際農林業協力Vol48 No3.indb   721805481 国際農林業協力Vol48 No3.indb   7 2026/01/26   13:35:132026/01/26   13:35:13



─ 8 ─

ドは、「緑の革命」によって 1970 年代に食料
自給を達成したが、灌漑水源である地下水が
塩水化しており、塩水灌漑による土壌の塩類
化に苦しんでいる。次項より、国際農研が現
地での研究活動を通じて得た知見を報告す
る。

５．カットシリーズ
カットシリーズとは、水田を高度利用する

ための排水改良技術として日本で開発された
トラクターのアタッチメントである。本機を
トラクターに装着して牽引・走行するだけで、
迅速かつ低コストで圃場の排水性を改良でき
る。また、特別な維持管理を必要としないこ
とから、開発途上地域での持続的な排水改良
技術として有望である。ウズベキスタンでは
冬場に実施されるリーチングによる除塩効果
が向上する排水対策への要望が強かったこと

から、無材で暗渠孔が構築できる穿孔暗渠機
「カットドレーン」を適用した。一方、イン
ドでは、収穫後の作物残渣を焼却することに
よる大気汚染が深刻化していることから、作
物残渣を有効活用できる有材補助暗渠機

「カットソイラー」を適用した。なお、カッ
トドレーンは粘性土に適した工法であるが、
カットソイラーは全ての土性に適用できる工
法である。

１）穿孔暗渠機「カットドレーン」
カットドレーンは、従来の心土破砕や弾丸

暗渠よりも深い 70cm 程度までの任意の深さ
に、ブロック状に切断した縦長の土塊を持ち
上げて隙間を作り、その隙間に 10cm 角の土
塊を横移動させ、溝の直下横に 10cm 角の通
水空洞を作る斬新な工法である（北川ら 
2020）（図４）。

図４　カットドレーンによる暗渠造成法
出所：株式会社北海コーキ「カットドレーンカタログ」（2021）を基に筆者作成
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ウズベキスタンの塩類化地域において、ワ
タ・コムギの栽培圃場に 2015～2016 年にか
けてカットドレーンを 5.0m 間隔で施工した。
カットドレーンにて圃場内に暗渠網を整備す
ることによって、塩分が溶出したリーチング
水を多く捕捉し、確実に圃場外に排水させる
ことが期待できる。施工後、冬場のリーチン
グ時に圃場に流入した塩分量が約３t ha－１で
あったことに対し、カットドレーンの排水口
から流出した塩分量は約 17t ha－１となり、
約 14t ha－１の塩分を圃場から排出すること
ができた（Okuda et al . 2020）。この除塩効
果により、2017 年のワタ収量が約 20％の向
上した（Okuda et al . 2018）。本工法は粘性
土に適しており、それ以外の土性では、通水
空洞が早期に崩壊する恐れがある。試験圃場
の土性は壌土であったが、施工後の圃場状態
から推察すると、その排水改良効果は概ね２
年程度であったものと思われる。したがって、
排水機能を維持するには、カットドレーンの
排水口からの排水量が減少してきた際に、再

度、カットドレーンを施工する必要がある。

２）有材補助暗渠機「カットソイラー」
従来の有材補助暗渠では、事前に土中に埋

設する疎水材を準備し、施工時に人力や機械
で施工機に積込む必要があった。しかし、カッ
トソイラーでは、それらの作業が不要で、圃
場面に散在しているイネ・ムギ藁などの収穫
残渣をトラクターによる牽引・走行にて土中
に埋設し、暗渠孔を構築する独自の工法であ
る（北川ら 2020）。カットソイラーは、土を
逆台形状に切断して持ち上げて深さ 40～
60cm までに隙間をつくり、その隙間に地表
面の残渣を 120cm の幅で掻き寄せ、落とし
込むことで暗渠孔を造成する（図５）。

灌漑農業に伴う土壌の塩類化が顕著な、イ
ンドのハリアナ州に設定した試験圃場におい
て、2018 年５月にカットソイラーを 2.5、5.0、
7.5、10.0m 間隔で施工し、施工直後と施工か
ら約３年が経過した 2021 年４月の土壌塩分

（ECe）を測定した。その結果、ECe は施工

図５　カットソイラーによる暗渠造成法
出所：株式会社北海コーキ「カットソイラーカタログ」（2017）を基に筆者作成
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間隔 2.5m で 52.4％減少し、最も大きな効果
が得られた。また、2018 年と 2020 年の雨季
作（トウジンビエ、６～９月）の収量は、ど
ちらの年も施工間隔 2.5m の収量が最大とな
り、2020 年 の 収 量 は、2018 年 と 比 べ 約
102％向上した。インドはウズベキスタンと
異なり、定期的なリーチングを行っていない
が、カットソイラーによる暗渠網を整備する
ことにより、雨季（６～９月）の降雨時に圃
場内の塩分が圃場外に排出されたものと推察
される。また、乾季（10～３月）に、上層土
壌への塩分集積が生じたとしても、圃場から
塩分が除去されていることから、土壌塩分は
施工前の水準にまでは戻らないものと考えら
れる。

６．畝間灌漑の改良による節水
乾燥・半乾燥地の開発途上地域では、広く

畝間灌漑が行われている。しかし、灌漑管理
が粗放であるため、過剰灌漑の傾向があり、
その結果、多大な塩分流入と地下水位の上昇
が生じている。この状況を改善するには、畝
間灌漑をベースに、多大な費用と労力を要し
ない節水手法を構築していく必要がある。こ

こでは、これまで国際農研が検討してきた畝
間灌漑をベースとした節水手法を報告する。

１）簡易サージフロー灌漑法
畝間灌漑などの地表灌漑をベースとした節

水手法のひとつにサージフロー灌漑法がある
（以下、SF 法）。SF 法は、灌漑水が湿潤土壌
よりも乾燥土壌において速く浸透するという
原理を基に、断続的な給水によって、畝間に
おける根圏以深への浸透を抑制する手法であ
る（図６）。

これは、畝間灌漑の欠点である「灌漑水の
前進速度が遅い」、「表面水の過剰な流亡」の
改 善 を 図 る た め、1979 年 に Stringham と
Keller が SF 法を提案した（Walker 1989）。
SF 法は比較的、安価で容易な手法であるも
のの、圃場内に給水管や切り替えバルブを設
置する必要があり、依然として、農家による
導入のハードルが高い。このことから、SF
法の利点を活かしつつも極めて簡素化し、通
常４回程度に分けて給水する SF 法を、１日
間隔で２回の給水に減らす、簡易 SF 法を考
案した（大西ら 2017）（図７）。

この簡易 SF 法をウズベキスタンのワタ圃

図 6　サージフロー灌漑法（SF法）の概念
出所：筆者作成
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場に 2011～2012 年と 2017 年にかけて適用し
た結果を表５に示す。

極めて簡素化した簡易 SF 法であっても、
標準的な給水速度 0.45Ls－１および 1.70Ls－１

であれば、事前通水（第１回給水）によって、
畝間における浸透性の低下と平滑化が生じ、
畝間 100m への通水において約 11～19％、
畝間 50m への通水において約 22％節水する
ことができた。一方、畝間への給水速度が
5.00Ls－１と多量の場合、事前通水（第１回給
水）の段階であっても、灌漑水の前進に勢い
があり、短時間で畝間末端に到達したことか
ら、節水には至らなかった。インドの試験圃
場では、畝間 30m に簡易 SF 法を適用したが、

流入量が 2.9Ls－１と多く、灌漑水の前進速度
に減衰が生じなかったため、節水には至らな
かった。しかし、畝間における鉛直方向への
浸透量は、事前通水によって約 87％も減少
したことから、第２回給水時には、鉛直方向
よりも横方向への浸透が増加し、より多くの
水分が畝に供給されたものと思われる。以上
から、簡易 SF 法を適用して節水を図るには、
畝間への流入量、畝間勾配、灌漑水の減勢状
況を考慮し、最適な畝間長を設定する必要が
ある。

２）隔畝間灌漑法
畝間灌漑での節水法として、もうひとつ、

隔畝間灌漑（Skip Furrow Irrigation：SFI）
法について報告する。SFI 法は畝間ひとつお
きに給水することで給水量を削減する手法で
ある（図８）。

SFI 法の利点は、通常の畝間灌漑と比べ、
表層土壌の湿潤域が大幅に減少するため、蒸
発散量の低減と下方浸透を抑制する効果が期
待できる。また、水資源が限られた地域では、
通常の畝間灌漑よりも広い範囲への給水が可
能となる。さらに、表層土壌に乾燥域が残る

図 7　�簡易サージフロー灌漑法（簡易 SF 法）
の概念

出所：筆者作成

50 m0 m 100 m
第1回給水
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表 5　簡易サージフロー灌漑法（簡易SF）による節水

流入量
（Ls－１） 勾配 畝間長

（m）
灌漑
処理

灌漑時間
（s）

給水量
（m3）

節水率 *）

（%）

0.45 1/800 100
慣行法 6,768 3.05 －
簡易 SF 6,026 2.71 11

1.70 1/1000
100

慣行法 3,289 5.59 －
簡易 SF 2,667 4.53 19

50
慣行法 1,299 2.21 －
簡易 SF 1,014 1.72 22

5.00 1/1000 100
慣行法 1,148 5.74 －
簡易 SF 1,392 6.96 －21

*）同一畝間長において SFI にて節減した給水量の割合
出所：試験結果より筆者作成
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ため、灌漑直後に降雨があっても、その乾燥
域が降雨で供給される水分を保持することが
できる。この SFI 法をウズベキスタンのワ
タ圃場に 2014～15 年にかけて適用した結果
を表６に示す。そもそも、現地の圃場では過
剰灌漑の傾向があったこと、冬場のリーチン
グで供給された水分が下層土壌に蓄えられて
いたことなどから、大幅な減収を伴わずに約
40～50％節水することができた。SFI 法は確
実な節水手法であるが、数年間にわたる SFI
法の適用やリーチング時の不十分な水分補填
などによって、圃場内に保持された水分が不
十分である場合、減収が生じる恐れがある。
このため、SFI 法の継続的な適用には、生育
状況に応じた補助的な灌漑が必要となる可能
性がある。

簡易 SF 法および SFI 法は畝間灌漑をベー
スとした、比較的、容易な節水手法ではある

が、通常の灌漑と比べ、畝間の開閉や給水の
制御といった追加作業が生じ、少なからず農
家負担が増加する。このため、少しでも導入
を容易にするには、図９に示すサイフォン
ホースによる給水が推奨される。しかし、サ
イフォンホースの導入には、用水路が圃場面
よりも高い位置にあることが条件となる。こ
のため、簡易 SF 法および SFI 法の導入には、
圃場条件についても慎重に精査する必要があ
る。

７．今後の展望
トラクター走行のみで容易に暗渠網が整備

できる「カットシリーズ」は、開発途上地域
での持続的な排水改良技術として有望であ
る。現在、インドでは地中土壌のソーダ質化

（Sub-surface sodicity）が深刻化しており、
その対策が急務となっている。カットソイ

図 8　隔畝間灌漑法（SFI）の概念
出所：筆者作成

通常の畝間灌漑 隔畝間灌漑法（SFI）

通水
しない

通水
しない通水 通水

表 6　隔畝間灌漑法（SFI）による節水

勾配 年 畝間長
（m）

灌漑
処理

灌漑時間
（s）

給水量
（m3）

節水率 *)

（%）

1/1000
2014 50

慣行法 2,900 20.4 －
SFI 2,200 9.6 53

2015 50
慣行法 2,480 16.3 －

SFI 1,740 9.3 43
*）同一畝間長において SFI にて節減した給水量の割合
出所：試験結果より筆者作成
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ラーは、深さ 40～60cm への資材投入が可能
なことから、ソーダ質土壌の改良剤として使
用される石膏を地中に投入する有効な技術に
なり得る。しかし、現行のカットソイラーは
サイズが大きく、ややコストも高いため、開
発途上地域での幅広い普及には、小型化とコ
ストダウンを図る必要がある。　

簡易 SF 法および SFI は、新たな施設を整
備する必要がなく、わずかな労力で容易に適
用できることから、開発途上地域の農家が節
水の第一歩として取り組める有望な手法であ
る。一方で、今後、さらなる節水を実現して
いくには、畝間灌漑の改良から、さらに一歩
踏み出し、地中灌漑や循環灌漑の活用を検討
する必要がある。このような一歩進んだ節水
技術と「カットシリーズ」による排水改良を
一体的に施工することができれば、より、安
価で容易、かつ強靭な灌漑排水技術となり、
乾燥・半乾燥地域の灌漑農地、特に開発途上
地域での安定的な農業生産に貢献できるもの
と考えられる。

おわりに

本稿で報告した、ウズベキスタンでの成果
は「技術マニュアル」（https://www.jircas.
go.jp/ja/publication/manual_guideline_60）、
インドでの成果は「カットソイラーユーザー
ズ ガ イ ド」（https://www.jircas.go.jp/ja/
publ icat ion/manual_guidel ine/j ircas- 
2022-001）にとりまとめた。深刻化する砂漠
化に対処し、乾燥地域での持続的な農業生産
を実現していくには、当事者である農家の果
たす役割が大きい。農家による持続的な対策
が検討される中で、国際農研の活動が一助と
なれば幸いである。
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特集：農業技術における最新動向

植田　佳明

はじめに

近年の目覚ましい技術発展により、農学の
研究手法は大きく変化してきた。特に、ゲノ
ム情報を活用して作物の遺伝子の機能解明や
育種の加速化などを進める「ゲノミクス」は
2000 年代以降急激に発展した農学の研究分
野の一つである。モデル植物であるシロイヌ
ナズナ（Arabidopsis thaliana）のゲノムが
2000 年に解読された（AGI 2000）のを皮切
りに、イネ（Oryza sativa）ゲノムが 2005
年に（IRGSP 2005）、ダイズ（Glycine max）
ゲノムが 2010 年に（Schmutz et al . 2010）、
コムギ（Triticum aestivum）ゲノムが 2018
年に解読される（IWGSC 2018）など、主要
作物のゲノムが次々に解読されてきた。作物
の中で最も複雑なゲノムを持つとされるサト
ウキビ（Saccharum spp.）においても、最近
ゲノムが解読され（Healey et al . 2024）、世
界の主要作物のほとんどでゲノム情報が取得
されたと言える。文献データベースである
PubMed で、“Agriculture” というワードを
含む論文のうち、遺伝子（“Gene”）もしくは
ゲノミクス（“Genomics”）という言葉を含む
論文は年々その割合を増しており（図１）、
農業における遺伝子・ゲノミクスの重要性が
増しつつあることが窺える。本稿では、作物

におけるゲノミクス解析の現状を紹介すると
ともに、筆者らが研究対象とするマダガスカ
ル共和国（以下、マダガスカル）のイネにお
けるゲノミクス解析の実践および人材育成に
ついて紹介し、国際農林業協力におけるゲノ
ミクス解析の応用可能性と将来性について考
えたい。

図１　�農学研究におけるゲノミクス分野の重要性
論文検索サイトである PubMed（アクセス日

2025 年 6 月 24 日）において、“Agriculture”
という語句を含む論文における、“Genomics”
もしくは“Gene”という語句の出現割合を、

1964 〜 2024 年の各年において計算し、筆者

が作図した。
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１．農林業研究におけるゲノミクス解析
１）ゲノミクスとは

ゲノミクスとは、遺伝子やゲノムについて
研究する分野と定義される。言い換えると、
ある生物の持つ遺伝情報の取得、遺伝子の機
能の解析、およびゲノム情報を活用した研究

ゲノミクス解析を通したマダガスカルの
イネの改良に向けて

UEDA Yoshiaki：Towards Genomics-Based 
Improvement of Rice in Madagascar.
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全般を指すと言える。ゲノムの解読には、遺
伝情報の伝達を担う A、T、G、C の４つの
塩基から構成される DNA の配列を解析する
必要がある。1970 年代に登場し、現在も使
われているサンガー法では、ラジオアイソ
トープや蛍光色素と電気泳動を組み合わせた
手法により DNA 配列情報が取得される。ヒ
トやシロイヌナズナなど、初期のゲノム解析
においてはこの手法が活用されていたもの
の、この手法で得られる情報量には限りが
あった。しかし 2005 年以降、DNA 配列取
得能力の飛躍的に向上した「次世代シーケン
ス」と呼ばれる技術を活用した機器が実用的
に使われるようになり、DNA の配列情報を
取得するのに必要なコストは急激に減少した

（図２）。参考までに、ヒトの全ゲノムを取得
するのに必要なコストは、2000 年にはおよ
そ１億ドルであったのに対し、2006 年では
1200 万ドル、2016 年には 1500 ドルにまで減
少した。現在では 600 ドル以下であると試算
されており、今世紀に入ってから、この分野
が急激に発展したことが窺える。

２）農林業研究におけるゲノミクスの貢献
DNA の配列解析技術の向上、およびその

コストの減少は農林業研究において何を意味
するであろうか。１つ目の意義は、研究対象
とする作物のゲノム配列を容易に取得できる
ようになったという点である。これまで多く
の場合、ゲノム配列の解析は少数の基準系統
に限定されていたが、その解析コストの低下
によって、各国や地域のローカル作物品種に
おけるゲノム情報が比較的容易に取得可能に
なっている。イネにおいては 2018 年に、世
界各地から集められた 3000 品種のゲノム情
報が取得されており（Wang et al . 2018）、デー
タベース上で幅広く公開されている。個々人
のゲノム配列に基づいて、特定の病気への予
防的処置や副作用の少ない薬剤の選択などを
行うテーラーメイド医療のように、ローカル
作物品種のゲノム情報の取得により、いわば
テーラーメイド育種が可能になると考えられ
る。これは、実際に植物が発現する形質を指
標にする古典的な選抜育種と対照的に、植物
のゲノム構成を合理的にデザインすることに
より望ましい形質を狙って発現させる、とい
う手法である。このような手法は、特に複数
の形質を同時に改良する場合に育種を加速化
できることが示唆されている（Zeng et al . 
2017）。

ゲノミクス関連技術の向上が農林業研究に
おいてもたらす２つ目の意義は、多検体の解
析が可能になったという点である。生物の形
質は多くの場合、DNA を鋳型にした mRNA
の発現、そして mRNA の情報を利用したタ
ンパク質の合成を伴って発現する。mRNA
の種類および量は多くの場合、温度や土壌栄
養などの環境要因によって大きく変化し、植
物の形質に影響することから、その定量的把
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図２　�DNA配列の取得にかかるコストの推移
100 万塩基対の DNA 配列を解読するのに必

要なコストの試算。データは National Human 
Genome Research Institute ウェブサイトより取

得し（アクセス日 2025 年 6 月 25 日）、筆者

が作図した。
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握は植物の状態を理解するのに重要である。
RNA シーケンスと呼ばれるゲノミクス解析
は、 あ る 条 件 に お い て 植 物 細 胞 が 持 つ
mRNA の種類と量を網羅的に推定する実験
手法である。ゲノミクス解析技術の向上とコ
ストの低下によって、多数のサンプルにおけ
る遺伝子発現を RNA シーケンスにより網羅
的に調べることが可能になり、様々な環境ス
トレス耐性メカニズムの解明が行われてきた。

２．マダガスカルのイネの改良に向けたゲノ
ミクス解析の実践
本項では、筆者らがマダガスカルのイネを

対象として実践するゲノミクス解析の詳細に
ついて、最近の研究成果を交えつつ解説する。

１）“ インフィルトレーション法 ” を用いた
開発途上地域での作物の遺伝子発現解析
mRNA の発現は、植物の状態を把握する

のに重要な指標であり、環境ストレス応答や
その耐性メカニズムを探る重要な要因となる
ことは上述のとおりである。しかし、その解
析には技術的なハードルが存在するのも事実
である。大きな問題は、遺伝子発現解析に使
用される mRNA が不安定であり、一般的に
はその解析に超低温条件が必要とされること
である。しかし、開発途上地域では多くの場
合、超低温槽などの高額な機器や、ドライア
イスや液体窒素などの凍結剤が入手困難であ
る。そのため、開発途上地域で特異的に発生
する環境ストレスについては、その耐性メカ
ニズムに関する研究が停滞している。

筆者は、この現状を打開すべく、超低温槽
や凍結剤を利用せずに、開発途上地域の圃場
で取得された植物サンプルの遺伝子発現解析
を実施するための手法を検討した。RNA を

分解する RNA 分解酵素は、高濃度の硫酸ア
ンモニウム塩の存在下でその活性が低下する
ことが知られており、動物細胞においてはそ
の有効性が示されている（Lader 2001）。こ
の原理に基づいて、生物サンプル中の RNA
を安定に保つ核酸安定化試薬が各メーカーか
ら販売されているが、これらの試薬の植物組
織への最適な適用手法についてはこれまで体
系的な研究がなされておらず、植物サンプル
を核酸安定化試薬に単に浸漬する方法がこれ
まで用いられていた。筆者は、研究対象地で
あるマダガスカルの主要作物であるイネを用
いて、この核酸安定化試薬の最適な処理条件
を検討した。日本国内におけるイネの葉身を
用いた実験で、①液体窒素で凍結したサンプ
ル、②核酸安定化溶液に浸漬したサンプル、
そして、③シリンジを用いた加圧と減圧によ
り細胞間隙に核酸安定化溶液を浸透させ（図
３A）、その後、－20℃で５日間保存したサ
ンプル（③－１）、または、４℃で５日間保
存したサンプル（③－２）を用いて、RNA シー
ケンスを行うことにより、遺伝子発現全体の
傾向を解析した。その結果、②の条件と比較
して、③－２の条件の方が、①の凍結サンプ
ルの遺伝子発現傾向と類似度が高く、凍結剤
を用いない遺伝子発現解析の手法としてより
適切であることが示唆された（図３B）。こ
のようにして、加圧と減圧の反復により核酸
安定化溶液を細胞間隙に浸透させ、凍結剤を
使用せずに葉サンプル中の RNA を安定に保
つ、“インフィルトレーション法”を確立した。

筆者はこの手法を応用し、マダガスカル北
西部に位置する Majunga（マジュンガ）の
農家圃場において、植物の生育度の異なる４
つの圃場からイネの葉サンプルを取得し、イ
ンフィルトレーション法を応用して遺伝子発

21805481 国際農林業協力Vol48 No3.indb   1821805481 国際農林業協力Vol48 No3.indb   18 2026/01/26   13:35:142026/01/26   13:35:14



─ 19 ─

国際農林業協力　Vol.48　№ 3　2025

現解析を行った。その結果、葉の黄化症状や
分げつの抑制の見られる圃場では、鉄欠乏応
答性遺伝子（YSL2）およびリン欠乏応答性
遺伝子（SPX1、MGD3）の発現が他の圃場
に比べてそれぞれ顕著に高く、これらの栄養
の欠乏が生育不良の原因であることが示唆さ
れた（図４）。このようにインフィルトレー
ション法を応用することで、圃場の植物の栄
養診断が可能になり、生育改善のヒントが得
られることが示唆された（Ueda 2024）。

このようにして取得された RNA サンプル
を用いて、より複雑な処理を必要とする
RNA シーケンスなどのゲノミクス解析を実
施するためには、解析基盤の整った先進国に
サンプルを安定に輸送する必要がある。抽出
後の RNA の輸送法についても検討を行った
結果、抽出後の RNA 溶液を冷蔵条件で輸送
した場合、顕著な分解が発生するのに対し、
RNA 抽出に一般的に使用される二酸化ケイ
素膜に RNA を結合させ、水を含まない状態

で輸送すると、顕著な RNA の分解が発生し
ないことが明らかとなった。このように、イ
ンフィルトレーション法と二酸化ケイ素膜を
活用して取得・輸送した RNA は、RNA シー
ケンスなどのゲノミクス解析に十分な品質で
あることも確かめており、開発途上地域の植
物サンプルを用いたゲノミクス解析を実施す
るための技術的基盤が整ったと言える。筆者
らは現在、インフィルトレーション法と二酸
化ケイ素膜を活用した RNA 解析技術を応用
し、主に開発途上地域の水田で発生する、鉄
過剰ストレスの耐性メカニズムの解明に取り
組んでいる。インフィルトレーション法を応
用し、耐性レベルの対照的なイネ系統の比較
解析を進めることで、マダガスカルの鉄過剰
ストレス圃場で有効な耐性メカニズムの同定
につながることが期待される。

図３　�凍結剤を必要としない遺伝子発現解析に向けたインフィルトレー
ション法の確立

（A）インフィルトレーション法の概要。界面活性剤で洗浄した葉を核

酸安定化溶液とともにシリンジに入れ、加圧と減圧を繰り返し細胞間

隙に溶液を浸透させる。（B）異なる条件で保存したサンプルを用いて

RNA シーケンスによる網羅的な遺伝子発現解析を行い、得られた発現

データをもとに主成分分析を行った。それぞれのドットが各サンプル

を表す。ドットが近くにプロットされている場合に遺伝子発現の傾向

が類似していると解釈される。

出所：筆者作成
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２）全ゲノムシーケンスによるマダガスカル
のイネ品種の多型解析
これまで、世界各地のイネ品種のゲノム配

列の解析により、栽培イネの持つ遺伝的多様
性が明らかにされてきた。ゲノム解析が行わ
れたイネ品種は既に 3000 を超えるが、国際
イネ研究所（IRRI）のジーンバンク１に保存
されているイネ系統の数が 13 万を超えるこ
とからも窺えるように、世界の大部分の品種、
特に、特定の地域で栽培されている品種につ
いてはこれまでのゲノム解析の対象となって
いない場合が多く、その情報の拡充が求めら
れている。

イネはマダガスカルの主要作物であり、こ
れまでマダガスカルの政府機関やアフリカ稲
センターなどの研究機関が育種を進めてき
た。しかし、マダガスカルをはじめとするサ
ブサハラアフリカで頻発する、リンや窒素な
どの土壌栄養欠乏への耐性や、種子中のミネ
ラル含量にはまだ改善の余地があるほか、気
候変動や生産体系の変化に対応するため、さ
らなる育種が求められている。筆者らは、育
種基盤を整えるため、マダガスカルで育てら
れている主要水稲品種である X265（別名 
Mailaka）および FOFIFA160、また、主要
陸稲品種のひとつである NERICA-4 につい
て、全ゲノムシーケンスを行った。解読した
ゲノム情報を活用し、育種に活用可能な

１	https://www.irri.org/international-rice-genebank
（アクセス日 2025 年 6 月 24 日）

図４　�インフィルトレーション法を用いたマダガスカルの農家圃場におけ
る遺伝子発現解析

（A）マジュンガ（マダガスカル）位置図および調査地の農家圃場と各圃場

における植物の生育の様子。圃場 2 では葉の黄化が、圃場 3 では分げつの

抑制が見られる。（B）各圃場における栄養応答性遺伝子の発現。いずれの

遺伝子も、リン（MGD3、SPX1）もしくは鉄（YSL2）の欠乏により発現

が上昇する。3 〜 4 サンプルの平均値と標準偏差を示す。異なるアルファ

ベットは値が有意に異なることを示す。

出所：筆者作成
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DNA マーカーを開発した。交配集団の遺伝
子型と形質の調査の結果、有用形質を持つ供
与系統である Liu He Xi He の、qHD7.1 遺伝
子座とqLFT5 遺伝子座が、X265 背景にお
いて、マダガスカルの圃場における早期出穂
と収量性の向上に有効であることが示された

（Pariasca-Tanaka et al . 2025）。
一般的にゲノム配列情報は複雑であり、そ

の活用には専門的知識を必要とするが、取得
されたデータをデータベース（European 
Variation Archive）２上で公開することによ

り、マダガスカル現地の研究者・育種家がゲノ
ム情報にアクセスしやすい環境を整備した（図
５）。この他にも現在、マダガスカルの水稲品
種 Tsipala や、マダガスカルの鉄過剰圃場で耐
性を発揮するインドネシア由来の系統 KA-28
などのゲノム解析も進めている。このような解
析を通して、生理学的・農学的形質の解析のみ
では明らかにならなかった、様々な作物品種
の発揮する形質を支える要因が明らかになる
とともに、ゲノムデザインを通した形質改良
へのヒントが得られることが期待される。

①

②

③

④ ⑤

⑥

図５　�マダガスカルの主要イネ品種のゲノム配列のデータベース上での公開
取得したゲノム配列を公開した European Variation Archive データベース。植物種を指定（①）したのち、

データ源を指定（②）する。そして、ゲノム上の注目する領域を指定（③）したのち、Search ボタン

を押す（④）と、指定した領域中のどの部分においてどのような DNA の配列の多様性が見られるか（⑤）、

およびどの品種がどの配列を持つか（⑥）に関する情報が、複雑なコマンドを使用することなく取得

される。

出所：筆者作成

２	https://www.ebi.ac.uk/eva/（公開日 2024 年９月
19 日）
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おわりに

ゲノミクス解析は今後ますます低価格化か
つ大規模化し、開発途上地域を含め、農学研
究におけるその重要性が増すと考えられる。
これまで主に施設の整った先進国で行われる
ことの多かったこのようなゲノミクス解析が
開発途上地域で実施可能になることは何を意
味するであろうか。まずは、開発途上地域で
のみ見られる、ユニークなサンプルの解析が
可能になる点が挙げられる。前述の鉄過剰ス
トレスの例のように、開発途上地域で特異的
に発生するストレスや病気などに対する耐性
メカニズムの解明にゲノミクス解析が有用で
あると考えられる。また、ゲノミクス解析の
特徴として、多くの場合、一度データを取得
すればその解析においてほとんどコストが発
生しないことが挙げられる。前述の 3000 品
種のイネのゲノムのように、ゲノミクスデー
タは既に公開されている場合もあり、独自に
データを取得することなく、既存データを用
いてメタ解析を実施することも可能である。
このように、開発途上地域の植物を対象とし
たゲノミクス解析は、実験基盤が整っていな
い開発途上地域の研究者でも最先端の研究が
行える分野であり、今後現地で発展させてい
くべき研究分野の一つであるかもしれない。
現在のボトルネックは、そのような解析を進
める人材の不足であると考えられる。筆者は、
上述の遺伝子発現解析およびゲノム解析を、
マダガスカル現地の学生および研究員と共同
で進めており、技術移転を図りつつある（写
真）。既に、次世代シーケンス解析を受託す
る Inqaba Biotech などのアフリカの企業も
存在しており、今後アフリカなどの開発途上
地域におけるゲノミクス解析はますます進展

することが予想される。農学研究の手法が転
換期を迎えるなか、海外の遺伝資源や現地圃
場の植物のゲノミクス解析を進めるととも
に、現地のゲノミクス解析人材の育成にあた
ることで、この分野における国際協力を推進
し、さらなる作物の改良と基盤的知見の拡充
が図られることを期待したい。

写真　�マダガスカルの現地スタッフへのゲノミ
クスおよび遺伝子解析技術の移転の様子

（A）遺伝子発現解析の指導の様子。（B）ゲ

ノム配列解析の指導の様子。

出所：筆者撮影

A B
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特集：農業技術における最新動向

新田　直人

はじめに

独立行政法人国際協力機構（JICA）は、
ラオス人民民主共和国（以後、ラオス）にお
いて「フードバリューチェーン（FVC）強
化プロジェクト」（2022 年４月～2025 年４月）
を実施した。その目的は、ラオス国内外のニー
ズに合致した生産・流通・加工・販売からな
る FVC の強化のためのマスタープラン作成
を支援することにより、農業の商業化を促進
することであった。

プロジェクトでは、調査の効率化のために
調査対象地域と調査対象品目を選定し、品目
ごとの現状、課題、ならびに課題解決のため
の対策案を立案するためのパイロットプロ
ジェクトを立ち上げた。調査対象地域には、
首都ビエンチャン、チャンパサック県および
セコン県が選定された（図１）。

筆者は生産・加工の担当としてプロジェク
トに参画し、首都ビエンチャンでは小ネギを、
チャンパサック県ではキャベツを、そしてセ
コン県ではバナナならびにドリアンを担当し
た。そのうち、小ネギ、キャベツ、バナナの
畑を訪問すると、いずれも土壌病害が発生し
ており、特にキャベツでは根こぶ病による被
害が深刻だった。ここでは、キャベツ根こぶ

病を中心に、バナナ、小ネギそしてジャガイ
モの土壌病害の事例を生産技術的な観点から
報告する。

１．キャベツ根こぶ病
１）同病との遭遇

チャンパサック県はラオス南部の中心的な
県であり、同県と隣接するセコン県に跨る標
高約 1300m のボロベン高原では冷涼多雨の
気象条件を利用してキャベツ栽培が盛んであ
る。同県で初めてキャベツ畑を訪問したのは

ラオスにおける土壌病害の現状、
特にキャベツ根こぶ病事例について

NITTA Naoto：Current Status of Soil-borne 
Diseases in Lao PDR, with Special Reference to 
the Case of Cabbage Clubroot Disease.

図１　調査対象地域の位置
出所：JICA（2025）を元に筆者作成

首都ビエンチャン首都ビエンチャン

チャンパサック県チャンパサック県

セコン県セコン県
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2022 年６月 29 日のことだった。調査対象品
目を選定することを目的として、ボロベン高
原にあるパクソン郡の生産現場の視察に訪れ
た。丘陵地帯のおよそ 50a の広大な畑に結球
し始めたキャベツが広がっていた。

しかし、近寄ると、キャベツの大きさが不
揃いで、下葉がやや萎凋した個体があった。
目を転じると、多くのキャベツが激しく萎凋
している所もあった（写真１）。引き抜くと
根は著しく変形しており（写真２）、土壌伝
染性病害であることは確かであった。圃場全
体を達観して発病率をおよそ 60％と推定し
た。プロジェクトカウンターパート機関の１
つである農林省（MAF）植物検疫所（PPC）
へ病害診断を依頼したところ、後日キャベツ
根こぶ病であると判明した。

このとき、農家が、これは何か？と私に尋
ねた。私は土壌病害であることを伝えた。そ
して、傍にいた郡農業普及員に、対策として
輪作を指導しているのか？と尋ねたが、彼は
何も答えなかった。農家も普及員もこれが不
可思議で恐ろしいこと以外には何も知らな
かったのである。

２）キャベツ根こぶ病の病原
キャベツ根こぶ病の病原はアブラナ科植物

を宿主とする根こぶ病菌（Plasmodiophora 
brassicae）であり、原生動物界ネコブカビ
門ネコブカビ綱に属する原生動物に分類され
ている（松元ら 2017）。この病菌に罹病した
植物は根が異常に肥大するために養水分の吸
収が阻害され、生育が遅延し、時には枯死す
る。発病により農業生産においては著しい減
収となるだけでなく、腐敗したこぶから大量
の休眠胞子が土壌中に放出され、休眠胞子の
濃度を高め、より発病しやすい状態となる。

また休眠胞子は 20 年以上土壌中で生存する
ため一旦発病すると防除が困難である。その
ため野菜栽培では病害の発生を抑制すること
が困難な場合はアブラナ科以外の作目への変
更などが行われることも珍しくない。

３）ボロベン高原でのキャベツ根こぶ病の被
害状況
その後も生産現場の視察やパイロットプロ

ジェクトに協力してくれる農家の探索のため

写真１　病害発生圃場の様子
（2023 年６月 29 日、Kongtoun 村 Paksong 郡
Champasak 県にて筆者撮影）

写真２　病害発生圃場で見られた罹病個体の根
（2023 年６月 29 日、Kongtoun 村 Paksong 郡
Champasak 県にて筆者撮影）
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にキャベツ農家を訪問する機会があった。訪
問時の聞き取り調査結果を表１に示す。チャ
ンパサック県 10 農家とセコン県３農家が含
まれている。全ての農家の圃場で根こぶ病症
状があり、発病株率が 60％を超えると栽培

を放棄する農家が現れていた。また、ある農
家によれば４～５年前から症状が現れている
という。さらに、セコン県 Thong Set 村で
は村全体がキャベツ栽培を放棄したとも聞い
た。これらの情報を総合すると、この病害が

表１　アブラナ科栽培農家への根こぶ病に関する聞き取り調査＊結果
番号 農地の所在 面積 作物 発病株率＊＊ 農家の報告 専門家の観察

１
Houayxan 村
Paksong 郡
Champasak 県

１ha
キャベツ

（コーヒー若木
との混植）

10％ 根が塊になって
枯死。 大きさが不揃い

２
Kongtoun 村
Paksong 郡
Champasak 県

0.5ha キャベツ 60％ 根が塊になって
枯死。 発病株率が不均一

３
Lakkhao 村
Thateng 郡
Sekong 県

１ha キャベツ 70％ — 激しい病徴

４
Lakkhao 村
Thateng 郡
Sekong 県

１ha キャベツ — 根が腐敗。 —

５
Houayset 村
Pakson 郡
Champasak 県

１ha キャベツ 30％
栽培を年３作、
10 年 間 続 け て
いる。

—

６
Kongtoun 村
Packson 郡
Champasak 県

— ハクサイ 100％ — 全個体が発病

７
Kongtoun 村
Paksong 郡
Champasak 県

— キャベツ 20％
（2022 年時） — —

８
Houayset 村
Pakson 郡
Champasak 県

1.2ha キャベツ 60-70％
（2022 年時）

2023 年 に 栽 培
を放棄した。 —

９
Houayset 村
Pakson 郡
Champasak 県

1.2ha キャベツ 60-70％
（2022 年時）

2023 年 に 栽 培
を放棄した。 —

10
Houayset 村
Pakson 郡
Champasak 県

２-３ha キャベツ 40％ — —

11
Houayset 村
Pakson 郡
Champasak 県

1.5ha キャベツ 50％ — —

12
Lakkhao 村
Thateng 郡
Sekong 県

１ha キャベツ 80％
（2022 年時）

2023 年 に 栽 培
を放棄した。 —

13
Kongtoun 村
Paksong 郡
Champasak 県

— キャベツ 30％
（2022 年時） — —

＊　：調査は 2022 年６月～ 2024 年５月に行った。
＊＊：専門家または農家による達観調査。
出所：JICA（2025）を元に筆者作成
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2017 年頃からボロベン高原に急速に蔓延し、
栽培を放棄する農家もあることが分かった。
ボロベン高原のキャベツ産地が崩壊の危機を
迎えていると危惧された。

４）一般的な対策
キャベツ根こぶ病対策として、以下に掲げ

る手法が一般的である。
①　�土壌 pH の適正化：根こぶ病は酸性土壌

で繁殖する。石灰を用いて土壌 pH を 6.5
以上に上げることで、病害の重症度を軽
減できる。

②　�排水の適正化：病原菌は湿潤な環境を好
むため、高畝などの方法を用いて土壌の
排水性を改善することで、病原菌を抑制
できる。

③　�輪作：アブラナ科作物の連作を避けて、
アブラナ科以外を組み合わせた輪作を行
う。

④　�抵抗性品種：根こぶ病に耐性のあるキャ
ベツ品種を植える。

⑤　�病原体汚染土の移動阻止：根こぶ病感染

地域で使用した全ての機器、道具、履物
は、他の場所に移動する前に徹底的に洗
浄する、または、持ち出さない。

⑥　�殺菌剤：日本ではキャベツの育苗用、本
畑用に数種類が登録されている。

⑦　�太陽熱土壌消毒：夏季に畝表面を透明ビ
ニルフィルムで１ヵ月程度被覆すること
により、深さ 20cm 程度の作土層の地温
を太陽熱によって毎日 40℃以上に上げ
る。土壌中の病原菌、センチュウ、土壌
昆虫、雑草種子を死滅させる。

⑧　�おとり作物：アブラナ科の根こぶ病菌に
感染はするものの、こぶを形成せずに土
壌中の病原菌を減らす効果のある植物の
ことで、葉ダイコンやエンバクなどがあ
る。

⑨　�生物的防除：トリコデルマ属菌や枯草菌
などの有益な微生物を圃場に導入するこ
とで、病原菌の抑制に役立つ。

ところが、ラオスでは様々な制約から、対
策は限定的である（表２）。

表２　キャベツ根こぶ病に対する一般的な対策とラオスでその導入・実施を阻む要因
技術 ラオスで技術の導入・実施を阻む要因

① 土壌 pH の適正化 土壌 pH 測定委託先が少ない。
中和するための石灰が高価。

② 排水の適正化 排水路確保や高畝の必要性が知られていない。

③ 輪作
キャベツ農家には連作で高収入を得た過去の記憶があり、発想の転換が困
難。
アブラナ科以外で販路確保が容易な作物が知られていない。

④ 抵抗性品種の導入 抵抗性品種が流通していない。

⑤ 病原体汚染土の移動阻止
必要性がほとんど認識されていない。
具体的対策（農機具洗浄設備の設置、来客用長靴の用意、履物の消毒など）
が知られていない。

⑥ 殺菌剤 ラオスでは未登録
⑦ 太陽熱土壌消毒 普及していない。
⑧ おとり作物 普及していない。
⑨ 微生物的防除 普及していない。

出所：JICA（2025）を元に筆者作成
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５）対策の検討
これら対策手法の中から、普及する可能性

が比較的高いと思われる基本的技術として、
石灰施用、抵抗性品種、微生物施用、ならび
に太陽熱土壌消毒法を選定し、それらの効果
を圃場実験で検討した。各々の処理法を表３
に示す。

その結果、いずれの処理によっても発病株

率が対照区の 37％を下回り（表４）、有効で
あることが示された。また、実験の都合上、
輪作は試験しなかったが、それが有効である
ことは議論の余地がない。

本病害のような難防除土壌伝染性病害の場
合、総合防除、つまり様々な対策の組合せが
重要である。普及に当たっては、農家が取り
組むことのできる複数の対策を選択して組み
合わせるよう指導することが求められる。

以上の点を踏まえて、プロジェクトでは技
術マニュアルを作成した。

６）キャベツ根こぶ病対策に関連する他の活
動
タキイ種苗株式会社が供給するキャベツの

根 こ ぶ 耐 病 性 品 種 は、 そ の 後 OUDOM 
AGRICULTURAL TECHNIQUES CO., Ltd
によって販売名「BCR DEFENDER」とし
て品種登録された。

太陽熱土壌消毒法はラオスにおいてもすぐ
に実施できる技術である。ベトナムの JICA
プロジェクト「北部地域における安全作物バ
リューチェーン強化プロジェクト」（2022 年

表４　キャベツ根こぶ病対策検討のための栽培試験結果

処理 移植株数
（a）

収穫時の
発病株＊＊数（b）

発病率
（b/a × 100％）

収穫された
健全株数

収穫された
株総重量（kg）

対照 144 53 37 45 40.9
石灰施用 144 36 25 74 60.0
石灰施用＋
 抵抗性品種＊ 144 29 20 28 ＊ 17.0 ＊

石灰＋
 微生物施用 144 24 17 84 79.0

石灰施用＋
 太陽熱土壌消毒法 144 19 13 96 102.5

＊　：�タキイ種苗の抵抗性品種。晩生品種であるが、実験の都合上、中生品種の収穫期に収穫したため株数、重量ともに低い。
＊＊：�収穫時に根こぶの有無によって判定した。
出所：JICA（2025）を元に筆者作成

表３　�キャベツ根こぶ病対策栽培試験における
各種処理法

処理 具体的な手法

石灰施用
土壌 pH を測定し、深さ 20cm の表
土が pH6.5 となる石灰量を算出して
施用した。

抵抗性品種
タキイ種苗株式会社の協力を得て、
同社育成の抵抗性品種 CR900 の種
子を試験用としてラオスへ輸入し、
実験に供試した。

微生物施用
PPC が、彼らの仕様書に従って、
枯草菌の培養液ならびにトリコデル
マ菌の培養液の混合物を作製し、施
用した。

太陽熱土壌
消毒法

現地慣行法による施肥・畝立ての後
透明ビニールシートで畝を被覆し、
22 日間処理した。

出所：JICA（2025）を元に筆者作成
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５月～2026 年５月）では、筆者の指導下で、
太陽熱土壌消毒法マニュアルがベトナム語で
作成された。本マニュアルのラオス語への翻
訳とラオスでの利用を、カウンターパートで
あり、また、このマニュアルの版権を有する
ベトナム国農業農村開発省国家農業改良普及
センターに要請したところ、快諾が得られた。
その後、ラオス語へ翻訳され、ラオスのプロ
ジェクトで共有された。

バイオコントロール普及のためには、簡単
で安価な微生物の培養方法を確立する必要が
ある。すでに PPC がラオス語で培養法・施
用法のマニュアルを作成しており、今後が期
待される。

２．その他の土壌病害
１）バナナのパナマ病

セコン県では調査対象作物としてバナナが
選択された。他県への移出や将来の輸出を視
野に入れた判断であった。

セコン県のあるバナナ圃場を訪問すると、
所々に葉枯れが目立つ個体があった（写真
３）。

PPC に調査を依頼したところ、土壌伝染
性 の 植 物 病 原 糸 状 菌 で あ る Fusarium 
oxysporum f.sp. cubense レース１が検出さ
れた。このフザリウム病は一般にパナマ病と
言われる。調査のため面談した３農家のうち
２農家は、９割もの株が罹病してすでにバナ
ナ栽培を放棄していた。何らかの対策を打た
なければ、生産地が崩壊する可能性さえ懸念
された。

パナマ病は、バナナ生産における最大の障
害である。1950 年代に発生したレース１に
よる被害は、抵抗性品種 Cavendish を用い
ることで回避されてきたが、1990 年代には
この Cavendish を犯すレース４が発生し、
2000 年代には病原性がさらに強いレース TR4
が出現した。主に栽培されているバナナが
Cavendish 品種のみであることも災いし、世
界規模で被害が拡大している。ラオスでもそ
の被害が各地で報告されている（Chittarath 
et al . 2022）。

パナマ病の完全な防除法は未だ確立してお
らず、汚染された植物体・土壌の除去や、そ
の移動の阻止が最も有効であるとされてい

写真３　バナナの枯れた葉（左）と果実（右）
（2022 年 11月 10日、セコン県にて筆者撮影）
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る。PPC もその考え方に沿って次の処理を
推奨している。

- �病原菌に感染していない健全なバナナ苗
を使用する、または組織培養苗を使用す
ること。

- �感染した圃場から別の圃場へ苗や土壌を
移動させたりしないこと。

- �バナナ栽培で使用する機械、靴、衣類、
生産設備は、消毒剤またはハイター系漂
白剤（３％）で洗浄すること。

- �トリコデルマ属菌などの有益な微生物を
利用すること（微生物施用）。

- �輪作または混作を行うこと。
そこで、プロジェクトでは栽培試験を行っ

て、発症遅延もしくは病状の軽減に寄与する
処理法を検討した。輪作区、微生物施用区、
輪作＋微生物施用区ならびに無処理（対照）
区を設けた。

2024 年９月現在の結果を表５に示す。輪
作区ならびに輪作＋微生物施用区では罹病株
が現れていないことから発病が遅延している
と期待される。しかし、バナナの栽培期間は
約 1.5 年と長いため、引き続き経過観察が必
要である。

２）小ネギ軟腐病
小ネギはラオスの伝統的な野菜の１つであ

る（写真４）。鱗茎を移植すると、急速に生
育して１ヵ月程度で収穫できる。しかし、雨
季の栽培は乾季作に比較して難しいとされて
いる。筆者は 2012 年から３年間ラオス・サ
バナケート県で農業指導を行ったが、農家も
普及員も小ネギ雨季栽培の問題点を明確に説
明できた者はいなかった。

首都ビエンチャンでは、小ネギの雨季生産
量が減少しており、移入・輸入されている現
状を改善したいとの要請を受けて、小ネギの
雨季栽培の問題点を明らかにすることを目的

表５　バナナ・パナマ病発症試験＊

処理 輪作＊＊＋
微生物施用＊＊＊ 輪作＊＊ 微生物施用＊＊＊ 無処理

移植苗数 36 36 36 36
発病苗数 0 0 3 1
発症率（％） 0 0 8 3

＊　　：�2024 年５月上旬に組織培養苗を移植した。以後、毎月発症経過を観察。このデータは 2024 年９月現在。
＊＊　：�輪作は石灰施用を含み、工程は、石灰施用→ラッカセイ栽培→石灰施用→トウモロコシ栽培→石灰施用。
＊＊＊：�PPC が、独自の仕様書に従って、枯草菌の培養液ならびにトリコデルマ菌の培養液の混合物を作製し、施用した。
出所：JICA（2025）を元に筆者作成

写真４　�ラオス小ネギ。ラオスでの英名は
spring onion

（2019年８月23日、サワナケート県にて筆者撮影）
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としてパイロットプロジェクトが開始され
た。その結果、主たる原因が細菌（エルビニ
ア）性軟腐病であることが明らかとなった（写
真５）。土壌病害である。

本病原菌は畑に常在しており、多くの野菜
を宿主とし、その根の周りで増殖して、宿主
の感受性が高まると、傷口、気孔、水孔など
から侵入して組織の中で増殖して軟化腐敗さ
せ、悪臭を放つ。

パイロットプロジェクトでは屋根掛け栽培
を試みたところ、病害発生率は低下したもの
の、屋根掛けハウスがシロアリや強風による
被害を受けた。そのため、適切な農薬使用が
もっとも実用的な対策であると思われた。

３）ジャガイモ青枯れ病
2023 年５月 30 日にチャンパサック県の

キャベツ畑視察のために向かう途中で、広さ
数アールのジャガイモ畑を通りかかったとこ
ろ、全個体の下葉が激しく枯れあがっており、
生長点付近の僅かな葉のみが緑色であった

（写真６）。その場にいた PPC 研究員が茎を
切断して水に漬けたところ菌泥を確認し、

ジャガイモ青枯れ病であると診断した。これ
はRalstonia solanacearum という細菌による
難防除土壌伝染性病害である。

ちなみに、ジャガイモは新しい塊茎（イモ）
が地表付近に形成されるため、土寄せして遮
光し塊茎の緑化を防止するが、この畑では土
寄せされていない。筆者は土寄せしないジャ
ガイモ栽培をチャンパサック県内の他所でも
確認したことがある。ジャガイモ栽培が比較
的近年に導入された作物であって、基本的な

写真５　発病後枯死したために多数の欠株を出した小ネギ畝（左）と罹病小ネギの根（右）
（2023 年８月９日、首都ビエンチャンHadsayfong 郡の小ネギ圃場にて筆者撮影）

写真６　�頂芽付近の僅かな葉を残して葉が枯れ
あがったジャガイモ株

（2023年５月30日、チャンパサック県にて筆者撮影）
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栽培法が知られていない可能性がある。

３．病害虫診断ソフトの導入
キャベツ根こぶ病はチャンパサック県およ

びセコン県に跨るボロベン高原で確認され
た。バナナ・パナマ病はセコン県で確認され
たが、Chittarath et al .（2022）によればラ
オス各地で確認されている。小ネギ軟腐病は
首都ビエンチャンで確認されたが、筆者の経
験によれば、サワナケート県の小ネギ農家も
雨季栽培が困難であると証言していたことか
ら、ラオス各地で問題になっていると考えら
れる。ジャガイモ青枯れ病もチャンパサック
県で確認された。これらはいずれも難防除土
壌伝染性病害である。

ラオスでは、土壌伝染性病害に限らず、多
くの病虫害が農家や普及員に正しく理解され
ていない。そのため、病害虫が発生しても普
及員や農家はその診断ができず、対策の検討
も難しい。診断こそが病害虫管理の効率化に
向けての第一歩である。

そこで、プロジェクトでは、日本農薬株式
会社と連携して、同社 AI 病害虫診断アプリ

「AcroSeeker™」のラオス語版「AcroSeeker™」
を作成し、2024 年 10 月にリリースした。本
アプリでは、葉に現れた病斑や虫をスマート
フォンのカメラで撮影すると、AI が瞬時に
診断し、病害虫名とその生態や対処法を表示
する。2025 年７月現在の対象作物はキャベ
ツ、イネ、そしてトマトである。このラオス
語版アプリの開発では、PPC が中心的役割
を担った。

おわりに

ラオスの土壌病害に関する４つの事例を概
観した。病害ごとに対策は様々であるが、共

通する基本的な予防策は輪作である。ところ
が、これが容易でない。

キャベツを例にとると、農家は年３～４回
のキャベツ栽培を 10～20 年続けているとい
う。ある普及員によると、キャベツ農家は集
荷業者と契約しているため連作せざるを得な
いという。また、輪作が許される状況である
としても、農家が輪作体系に合致する新たな
作物を選定し、その栽培法を習得し、販路を
確保・拡大し、最終的にキャベツ畑と同じ栽
培面積にまで拡大することは容易でない。

この問題の解決には、生産者、加工者、国
内・国外流通業者、販売業者、消費者から構
成される FVC 関係者の理解と協力が必要と
思われる。その関係者が、国内消費動向や輸
出動向を勘案しながら、地域の栽培条件に合
致する作物候補を挙げ、販売先候補と繋ぐの
である。プロジェクトでは、この関係者の集
いとして産官学連携プラットフォームを立ち
上げた。プロジェクトは今年春に終了したが、
このプラットフォームが自発的に継続される
ことを祈るばかりである。
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第 69 巻第６号．
独立行政法人国際協力機構（JICA）・日本工

営株式会社（2025）：ラオス国フードバ
リューチェーン強化プロジェクト　ファイ
ナルレポート．

松元哲・畠山勝徳・高下新二・宮崎俊夫・近
藤友宏（2017）：２つの根こぶ病抵抗性遺

伝子（Crr1，Crr2）を有するハクサイ中
晩生 F1 品種 ‘CR 寒次郎’ の育成．農研機
構研究報告 野菜花き研究部門，第１号：
23～34．

（公益社団法人 国際農林業協働協会
技術参与）
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特集：農業技術における最新動向

田部　義美

はじめに

私がキャベツ農家になったのは今から 40
年前のことである。当時勤務していた広島市
青少年野外活動センターを退職し、島根県奥
出雲町にある妻の実家で義父の下、就農する
こととなった。畑は標高 400m で中国山脈の
山間部に位置し、土質は花崗岩が風化して出
来た真砂土である。ここは農林水産省の国営
開発事業で農地造成された畑で、工事費を安
価で仕上げるため改良山成工法（有機質に富
んだ山の表層部を谷へ埋め表層部の下部分を
破砕して耕土とする）が選択された。一見す
ると宅地造成地のようで、耕土は深さ 20cm
でとても硬く、トラクターの耕運爪を年間２
セット消耗するほどであった。当地域には特
別大きな産業は無いが、米作地帯で仁多米こ
しひかりや、日本刀の素材となる玉鋼の生産
は有名である。そしてこの度「たたら製鉄を
再適用した奥出雲地域の持続可能な水管理及
び農林畜産システム」で、中国地方では初め
てとなる世界農業遺産に認定された。稲作を
中心とした農業界全体の発展を大いに期待す
るところである。

就農当時の日本の農業には活気があり、「白
菜御殿」とか「キャベツ御殿」など高所得農

家が各地で続出していると噂されるほどで
あった。義父も当然ながら大儲けを夢見て
3.5ha ほどのキャベツ単作に精を出していた。
実際に当時の市場価格は高値で推移してい
て、平成５年には１日の売り上げが 100 万円
になる日があったのは驚きであった。新しく
造成した畑であったため、化学肥料をしっか
り投入すれば自然と立派なキャベツが収穫出
来ていた。ところが、見事に揃って成長して
いたキャベツに異変が起きたのは就農７年目
のころである。畑のあちらこちらでキャベツ
が萎れ始めた。成長が止まり、Ｓサイズにも
届かないキャベツが目立つようになって来
た。これがキャベツの根こぶ病というもので、
引き抜いて見ると文字通りの姿であった（写
真１）。義父は同業者に助言を求めたり、公
的機関へ問い合わせもしていたが、キャベツ
農家の宿命と結論づけていた。その後、次第
に根こぶ病の被害は拡大し、全作付面積の３
割ほどが収穫不可能となっていた。そんな状
況の中、就農 10 年目で経営を継承すること
となった。平成７年のことである。その頃の
日本では、野菜価格の高騰から一転、市場価
格が大暴落し始めた。バブルの崩壊、O-157
による生鮮野菜への風評被害、規制緩和によ
り地方への大型店の進出で安値合戦の開始な
ど、最悪な状態で根こぶ病との戦いが始まっ
た。以下、私が実践してきた取り組みを紹介
させて頂くに当り、私見が多分に含まれてい

キャベツ農家の根こぶ病克服記

TANABE Yoshimi：Cabbage Farmer’s Story of 
Overcoming Clubroot Disease.
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ることをご承知頂きたい。

１．根こぶ病の菌密度を上げない
一生懸命管理をしても、収穫までたどり着

けないキャベツを毎日見ることはとても苦痛
であった。絶対にこの状況を克服するという
強い意志はあったが、秘策など思い浮かぶは
ずも無かった。畑の作付を中断して病原菌の
密度を上げない方法もあったのだが、経営の
継承の中に多額な負債もあったのでそれは出
来なかった。とりあえず安価で耕種的な対策
を地道に継続することにした。

１）トラクターを毎回洗浄する
畑の土を他の畑へ持ち込むと根こぶ病が蔓

延するのは当然である。そこで、１つの圃場
で作業を終えたトラクター、管理機、長靴な
どはその都度水洗いし土の移動が無いよう努
めた。私の農場５ha の中に圃場が 18 区画あ
るため、この水洗い作業はとても大変な労力

であった。根こぶ菌は長靴底に付着して日本
全国どこへでも移動すると言われている。そ
して土壌中では８年ほど生息可能とも。水洗
いしたぐらいでは病原菌の移動を防ぐことは
出来ないが、基本的なことは大切であるとの
信念から、およそ８年継続したと記憶してい
る。

２）輪作体系
義父がキャベツ単作で根こぶ病が多発して

いたので、輪作は必ず取り入れるべきと考え
ていた。農業収益を落とさずに、もう一つの
経営の柱となってくれる作物を探すためあら
ゆる品目を試作した結果、大根を採用するこ
ととした。根こぶ病対策として「おとり大根」
の記事を目にしたことがある。「おとり大根」
は根こぶ病対策専用の大根で、病原菌が根部
に入り込み、トラクターで耕転後、大根の腐
敗と同時に死滅するらしい。一般の大根にも
その効果があることを期待して大根を栽培す

写真１　キャベツ根こぶ病の被害状況（左）と病徴（右）
写真提供：島根県農業技術センター
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ることにした。同じ畑でキャベツの連作が無
いよう、１年目はキャベツ、次の年は大根、
３年目は作付を休むかキャベツへ戻るという
ようにローテーションを組んだ。これは今で
も継続している。輪作として大根を初めて市
場出荷した時の市場価格は衝撃的であった。
北海道や青森産の大根が１本 160 円であった
のに対し、私の大根は 40 円。期待とは裏腹
にまさかの 40 円だった。その安値の原因は
色々あったが、前述の通り畑の耕土が 20cm
であるため長さ不足であり、しかも硬くて礫
の多い土の中で肥大しているため、大根の肌
に無数の茶色の傷が付き、下部は山芋状のい
びつな形状となっていた。輪作体系を確立さ
せるためには大根の評価を高めることは必須
で、新たに大根栽培の模索が始まった。

大根に対する知識も経験も乏しかったが、
熟考の末に全国から集まる大根を市場で研究
することを思い付いた。土曜日は市場出荷が
休みとなるので、毎週金曜日には市場の駐車
場で車中泊した。夜な夜な各産地の大根の箱
を開け、じっくり観察しながらイメージト
レーニングに没頭した。肌の白さ、ひげ根の
太さや位置、大根の形状、茎の太さや色、洗
い残しの土の色など勉強の素材はたくさん
あった。時には運搬しているトラックの運転
手とも話し込んで、産地の情報をたくさん収
集した。寒い時季には毛布を、暑い時季には
着替えを助手席に乗せて、コンビニで仕入れ
た缶ビールとソーセージ１本が夕食となっ
た。週末が楽しみとなり、約８年続けた。併
せて、早朝から始まる競りではバイヤーとの
顔合わせができて貴重な時間となった。各産
地の大根をじっくり観察することにより栽培
の様々なアイデアが浮かんできて色々と実践
してみた。これを繰り返している内に私の大

根に対する評価も上がって行った。そしてと
うとう平成 28 年には、１本の価格が全国最
高値となった（10 月２日付日本農業新聞）。
10kg ８本入り１箱が税込 3240 円（１本 405
円）で、これはもちろん当農園の最高記録で
ある。ちなみに２番目に高かったのは令和５
年の 10kg ８本入り１箱が税込 2916 円（１
本 364 円）である。おそらくこの価格はその
日の全国最高値と思われる。１本 40 円でス
タートした大根が 10 倍にまで評価を伸ばす
ことが出来たのはエンバクの効果が多大であ
ると思う（写真２）。

大根の前作にエンバクを栽培し、鋤き込ん
だ後に大根を播種している。これによりキタ
ネグサレセンチュウの被害が軽減し有機物の
おかげで土壌中の微生物のバランスが良く
なったことが好影響を与えているのだろうと
思われる。根こぶ病対策としての大根が経営
のもう一つの柱にまで成長し、お客様からと
ろけるように美味しいという評価を頂くよう
になったので「とろけるだいこん」の商標を
取得した。

写真２　�大根の前作として栽培するエンバク。� �
本年４月に播種し、６月４日に写真を
撮影。旺盛に生育している。この後鋤
き込んだ。
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３）排水を良くする
キャベツの根こぶ病菌は湿度の高い場所を

好む。畝立てした際にキャベツの根元が過湿
にならないように配慮している。キャベツ、
大根は全てマルチ（キャベツは生分解性マル
チ、大根はシルバーマルチ）栽培を行ってい
るので、雨水が必要以上に畝の中へ染み込ま
ない。畝間は除草を兼ねて管理機による土寄
せを行う。こうすることによって畝間に深い
溝が出来るため、余分な水は速やかに圃場外
へ排水出来る。そして畝の端は一本一本鍬で
再度溝を切り、水が滞留しないよう心がけて
いる（写真３）。マルチ栽培は経費的に負担
がとても大きいが、肥料の流亡も無く、初期
生育が断然良くなるので真砂土での野菜栽培
ではマルチは欠かせない存在である。

４）硬盤に配慮する
以前はトラクターで肥料散布を行ってい

た。施肥機と肥料はかなりの重量である。そ
れが原因で硬盤が出来、排水不良となること
を回避するために背負い式サンパーによる肥
料散布に切り替えた。キャベツの根域も広が

り、大根の先端も美しい形状となって来た。
身体への負担は大きいが効果的と思われる。

２．根こぶ病の菌密度を下げる
１）ライ麦栽培…前作として

キャベツの根こぶ病対策としてライ麦を栽
培することは広く知られている。根こぶ菌が
ライ麦の根の中へ閉じ込められて死滅し、圃
場内の菌密度が低下するという仕組みのよう
だ。当農園ではキャベツ作付予定の畑へ前年
の９月に播種して、年明け後５月末に鋤込み
するという前作としてのライ麦栽培を行って
いる。キャベツ定植１ヵ月前から 70cm に成
長したライ麦を４回ほど耕耘するが、定植前
には土と十分馴染むのでその後の準備作業に
は支障は無い。

10a 当りの播種量は６～８kg で前作の残
肥のみでの栽培である。ライ麦出穂直後のタ
イミングで鋤き込んでいるが地上部重で 10a
当り５t となる。当農園では全面積において
ライ麦、エンバクの栽培と鋤込みを繰り返し
行っているため、土壌改良に大きな効果が現
れている。就農当初の畑の土は白色であった
が、今では濃い茶褐色へと変化して来た（写
真４）。土は膨潤となり保水力も格段に高まっ
ている。以前は大雨で畑の土が流され大きな
溝があちこちに出来ていたが、今ではほとん
ど無くなった。

２）ライ麦栽培…後作として
ライ麦はキャベツの前作として栽培するの

が一般的である。キャベツの作型は色々ある
が、越冬キャベツの場合、圃場での生育期間
が最も長いので、根こぶ病の菌密度が増加す
るという懸念がある。

そこで私は越冬キャベツ収穫後の春、菌密
写真３　�溝切。畝の両端では溝を切って排水を

促している。
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度を下げる目的で後作としてのライ麦を栽培
している。ライ麦の播種適期は９月であるが
この場合の播種は３月～４月となる。残肥が
あるため９月播種と遜色無く期待通りに育つ

（写真５）。ちなみに前作の無い畑へライ麦を
播種すると分けつも無く地上部重は全く望め
ない。地中の窒素分が流亡しているためで、
追肥すれば正常に育つと思われる。春播種し
たライ麦は夏に鋤き込み、９月にはエンバク
を播種してその翌年に大根播種というロー

テーションになる。緑肥を２作した後の大根
の肌は一段と美しくなり真砂土という不利な
条件を克服出来る。

３．根こぶ病菌を圃場へ持ち込まない
義父が 3.5ha のキャベツ栽培を開始した当

時は個人の栽培面積としては県内最大であっ
たようだ。そのため様々な団体の視察を受け
入れていた。町、県、JA、企業や近隣の農
家も自由に畑へ出入りし、来訪者で畑が賑
わっていたことも度々であった。その頃の根
こぶ病の発生は道路沿いの畑かあるいは畑へ
一歩踏み入れた場所に多く見られた。やはり
病菌は人が持ち込むようなので対策すること
とした。

１）イノシシ対策のフェンス設置
私が就農した頃は見られなかったイノシシ

被害が年々増え続け、畑の畦畔を破壊したり、
大根をかじったり、キャベツを踏み潰したり
と看過出来ない状態となっていった。そこで
畑の周囲 1.5km を高さ 1.2m のフェンスで取
り囲むこととした（写真６）。私有地である

写真４　�畑土壌の色の比較。畑脇の土壌（左）と畑内部の土壌（右）。�
畑脇の土壌は就農当時と同じく白色である。畑の土壌は濃
い茶褐色である。

写真５　�キャベツ後作として本年４月に播種し
たライ麦の生育状況。旺盛な生育であ
る。６月４日撮影。
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ため畑の出入口に通じる道路側も施錠が可能
で、人の出入りも遮断することが出来た。イ
ノシシ対策と同時に人を介した根こぶ病菌の
持ち込みを遮断出来たことは根こぶ病克服に
大きく貢献出来ていると思う。

２）人の出入りを制限
多くの人が自由に畑へ出入りしていたが私

は視察の受け入れを断ることとした。その対
応に批判も多かったが畑を守るため事情を説
明し理解をお願いした。町、県、JA、企業
の方々にも理解と協力を要請したためその後
の来訪者はほとんど無くなった。

３）来訪者には対策を依頼
時には畑への来訪者もある。その際は必ず

靴カバーをしてもらい、靴による根こぶ病の
持ち込み防止に協力を頂いている。食育のイ
ベントで大勢の子供達が収穫体験で農場へ来
る場合もある。その場合はバスや車に乗り込
む際に殺菌剤で靴裏消毒をしてから来訪して
頂くよう要請している。

おわりに

キャベツの根こぶ病が多発していた農場を
受け継いでからおよそ 10 年で、根こぶ病に
よる悲惨な状態のキャベツが畑から姿を消し
た。就農当初は５軒の農家が同じ敷地内で営
農していたが、早い段階で離農し我が家１軒
となったことや、畑を他者から隔離出来たこ
となど根こぶ病克服のための有利な条件が

写真６　�田部農園圃場へ通じる道路を遮断した
イノシシ除けフェンス。施錠してある
ので人の出入りも遮断出来る。

写真７　�元気に生育中のキャベツ。６月４日撮
影。根こぶ病の被害株は見られない。

写真８　�収穫された大根。６月 12 日撮影。大
根によって輪作体系が確立できた。市
場の評価を高めるため一層の努力が必
要である。
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揃っていたことも幸いした。根こぶ病を克服
して 20 年が経過するが、畑で元気に成長す
るキャベツ達の姿はとても美しく実に心地良
いものである。

根こぶ病対策として石灰を多用し土壌をほ
ぼ中性にする方法もあるようだ。しかし、輪
作として取り入れた大根は弱酸性を好むと言
われていたのでその方法を試したことは無
い。現在、全国に普及している方法は根こぶ
病抵抗性品種と殺菌剤の組み合わせである。
これによって全国のキャベツ農家は安定した
出荷が可能になり、需要をしっかりと支える
ことが出来ている。私の畑は真砂土であり土
壌中の微生物がとりわけ少ない状況で、そこ
へ強い殺菌剤を入れると有益な微生物がさら
に減少し、病気の多発や野菜達の生育不良が
心配されるため、根こぶ病の殺菌剤は使用し
ていない。品質的に気に入っているキャベツ
は別にあるので、根こぶ病抵抗性品種は栽培
していない。結果として、私が選択した耕種
的な方法の組み合わせが根こぶ病克服に繋
がっているが、別の良い結果にも繋がってい
る。近年、消費者が野菜に求める品質として
甘さや柔らかさがある。化学合成物質を多用
して育てた野菜は、①にがみ・しぶみなどの
雑味が増える、②青臭さが増す、③野菜の肉
質が堅くなる、④スーパーなどの陳列棚での
日持ちが悪くなる…。これらは私の個人的な
感覚レベルの話だが、緑肥を栽培することに

より減農薬・減化学肥料が可能になるのは明
らかで、食味の良い野菜栽培には緑肥は欠か
せない存在である。

長年悩まされ続けた根こぶ病ではあるが、
私の農業経営を当初から支え続けてくれてい
るキャベツに敬意を込めて「出雲の女神」と
いう商標を取得した。根こぶ病と向き合う中
で畑の土は大きく改善し、キャベツと大根と
いう二本柱が出来た。「出雲の女神」と「と
ろけるだいこん」はスーパーや地元の直売所
で集客力のある商品となりつつある。根こぶ
病はある日突然再発するという恐さがある
が、根こぶ病対策の基本を忘れず今後もキャ
ベツ・大根と共に生きて行く覚悟である。

筆者近影

（田部農園園主）
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寄稿

竹村　光春

はじめに

本稿では、2025 年５月に終了したリベリ
ア共和国（以下、リベリア）における農業セ
ク タ ー 初 の 独 立 行 政 法 人 国 際 協 力 機 構

（JICA）技術協力プロジェクト「小規模農家
コメ生産向上プロジェクト（2021 年５月～
2025 年５月）」を通じて得られた貴重な経験
を、自戒の念を込めて共有したい。

国際協力の現場では、想定外の事態に直面
することが少なくない。また、業務期間中に
一定の成果が得られたとしても、プロジェク
ト終了後にそれらの成果が持続しない例も散
見される。こうした経験は、国際協力に携わ
る者にとって、少なからず共通するものでは
ないだろうか。

筆者は 2000 年代半ばに青年海外協力隊に
参加して以来、約 20 年にわたり農業・農村
開発分野の国際協力に携わる機会を得てき
た。その中でも本プロジェクトでは、これま
で以上に想定外の課題に直面し、方向性の検
討や事業運営に苦慮することとなった。そし
て最終的には、プロジェクト目標の変更を伴
いながらも、何とかプロジェクトを完遂する
に至った。

このような対応に至るまでの経緯や実情、
さらには実際の活動内容を記録として残すこ
とは、今後の関連事業の実施において有用な
教訓となり得ると考える。また、報告書とは
異なる媒体を通じて広く関係者と共有するこ
とにより、稲作振興に携わる読者にとって、
少しでも参考になれば幸甚である。

１．プロジェクトの背景
コメを主食とするリベリアは、世界でも有

数のコメ消費国の一つである（国民一人当た
りの年間消費量は約 100kg に達する）。一方、
過去 60 年以上にわたり、同国のコメの生産
性は１t/ha 前後と低水準に止まっており、
自給率はおよそ３割に過ぎない。そのため、
他の多くのアフリカ諸国と同様、国内消費量
の大部分を輸入に依存しているのが現状であ
る。

こうした状況を踏まえ、国家目標であるコ
メ自給率の向上に資するプロジェクトの形成
を目的として、2019 年に事前現地調査が実
施された。さらに翌 2020 年には、生産性向
上を目的とする技術協力プロジェクトがリベ
リア政府より要請され、それを受けて基本計
画策定調査が行われた。後者の調査には筆者
も参加していたが、新型コロナウィルス感染
症（COVID-19）の拡大により、現地での調
査は叶わず、主にオンラインによるヒアリン
グを通じた情報収集が中心となった。

農家の「本音」に耳を傾けて
―リベリアの水稲作プロジェクトの現場から―

TAKEMURA Mitsuharu：Approaches to Gaining 
Insights into Farmers’ Realities ―Lessons 
Learned from the Rice Technical Cooperation 
Project in Liberia―.
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これら事前現地調査や基本計画策定調査を
通じ、リベリアにおけるコメの主食としての
重要性、未成熟な栽培技術や資機材への限ら
れたアクセスに起因する低生産性、脆弱な普
及体制、輸入米に対する国産米の市場競争力
の低さなどの課題が明確となった。その結果、
自給率向上に向けては、生産面（面積拡大と
単収向上）と市場面（コスト削減と品質向上）
の両側面からの取り組みが不可欠であること
が確認された。

さらに、基本計画策定調査では、形成され
るプロジェクトの主要な取り組みの方向性と
して、以下の４点が提示された。すなわち、１）
増大する需要に応えるコメ増産体制の構築、
２）販売戦略の立案、３）陸稲作から水稲作
への転換推進、４）栄養改善を含む持続可能
な営農体系の構築、である。このうち特に、
栽培技術の確立とその普及を通じて生産性向
上を目指す「１）増産体制の構築」に焦点を
当て、近隣のシエラレオネやガーナにおける
類似プロジェクトの知見も活かしつつ、プロ
ジェクトを実施することが妥当であると結論
付けられた。なお、これらの計画立案は当然
ながら、「農家が水稲作に従事していること」、
あるいは「水稲の増産に意欲があること」を
前提としていた。しかしながら事業開始後、
こうした前提とは異なる現実が次々と明らか
となり、プロジェクト期間を通じて解を模索
し続けることとなった。

２．プロジェクトが直面したリベリアにおけ
る水稲作の実態
プロジェクトの活動は、COVID-19 の影響

が続く中で開始された。まず一般的な技術協
力プロジェクトと同様、現地カウンターパー
ト（農業省）職員の協力を得ながら、稲作農

家・農家グループへの聞き取り調査を中心と
したベースライン調査を実施した。序盤に
COVID-19 の拡大に伴う渡航停止期間を挟ん
だものの、調査を通じ対象地域における水稲
作農家グループの基礎情報が整理され、生産
性や実践されている栽培技術については、事
前の想定通りであることが確認された。

しかし、並行して現地踏査を進める中で、
次第にいくつかの違和感も生じ始めた。たと
えば、水稲作に従事している個人農家が容易
に見つからない、基本的な生産量や水環境に
関する情報を農家が言い淀む、農家の説明と
水田の視察結果に乖離がある、水田への道中
に轍が見られない、水田内にイネの刈り株が
残っていない、かつて開発された水田と思し
き土地が活用されていない――といった事例
がいくつも見られたのである。もっとも、調
査が行われたのは水稲の栽培が本格化する前
の時期であったこともあり、この時点では「農
家は水稲作に従事している」という当初の前
提を維持せざるを得ず、実態を十分に把握す
るには至らなかった。

こうした違和感が明確に表れたのは、当地
の栽培技術をより詳細に把握し、導入すべき
栽培技術の検討を目的として、水稲作農家グ
ループとともに栽培試行を実施した際のこと
である。３つの農家グループの協力を得て進
めたこの試行の初期段階では、いずれのグ
ループも熱心に取り組んでいた。しかしその
後、うち２グループが栽培途中で水稲作を放
棄するという、予期せぬ事態に見舞われた。
こうした栽培活動において、農家から何らか
の不満が表明されることはあっても、栽培そ
のものを途中で放棄されるという経験を持つ
関係者は、決して多くはないだろう。

プロジェクトの背景に立ち返れば、リベリ
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アではコメが主食でありながら、その自給率
は低水準にとどまっており、国家としてコメ
の増産に取り組むことは、きわめて自然な政
策判断であると言える。しかしながら、実際
の生産主体である農家が水稲作に積極的に取
り組んでいない可能性があるとすれば、たと
え所期の目的に沿って計画通りに活動を遂行
したとしても、それが持続的な成果には結び
つかないのではないか――そうした疑問や懸
念が、栽培試行を通じて改めて浮かび上がっ
てきたのである。実際、プロジェクトがその
後に実施した追加の実地調査によって、プロ
ジェクト対象州の州都から半径 30km 圏内に
所在する 50 の農家グループのうち、実に
86％がすでに水稲作を放棄していたことが明
らかとなった。

３．農家の本音に迫ろうとする試み
水稲作が直面する構造的課題を踏まえ、プ

ロジェクトでは従来の前提を問い直すととも
に、持続可能かつ現実的な新たな方向性を検

討するための基礎的作業として、プロジェク
ト対象地域の農家や消費者の視点から、草の
根レベルの水稲作および国産米の実態をより
深く掘り下げる試みに取り組んだ。この試み
は、単なる情報収集に止まらず、以下の３種
のワークショップを通じ、農家の意識や行動
の背後にある意思決定のロジックを浮き彫り
にすることを目的としていた（表１）。さらに、
聞き取り調査を併せて実施することで、作物
別の労働投入量や収益性、水稲生産および投
入に係る重み付けなどについても理解を深
め、ワークショップで得られた情報の解像度
を高めていった。このような多面的アプロー
チにより、農家の水稲作に対する姿勢や報酬
観、収入多様化の実態といった「本音」に迫
ることが可能となり、プロジェクトの実施方
針や活動内容を検討する上で、実証的な知見
を得るに至った。

表１　３種のワークショップの概要

ワークショップ 内容

コメ生産に関する年表作り
（タイムライン作成）

ファシリテーターが参加者より、10 年刻みで各年代におけるコメおよびそ
の他作物の生産状況、入手・販売方法などを質問形式で引き出し、その回
答を付箋に記録し、模造紙上に時系列で貼り付けていく手法を採用。これ
により、各コミュニティにおける水稲作の変遷や、生産・流通の構造的変
化を可視化した。

収入源の変遷に関する
ランキング作り

イラスト化した 15 種類の活動（食用・換金作物生産、農外就労、仕送り等）
の中から、参加者に「過去（内戦前）」、「現在」、「将来（10 年後）」のそれ
ぞれの時点において、上位３つの主たる収入源を選択してもらう形式を採
用。これにより、生活構造や労働選好の時間的変化をランキング形式で表
現し、現在ならびに将来展望において水稲作がどの程度期待されているか
明らかにすることを試みた。

労働と報酬に関する模擬交渉

当地の平均的な規模のグループ（約 40 名）をモデルとし、１ha の水田で、
週１回の頻度で５ヵ月間（計 20 回）、水稲作に従事するという設定の下、
報酬条件（現金給付、現物支給、支払タイミング）、水稲の生産性、提供さ
れる食料や資材等の変数を調整しながら、どのような条件下で、参加者に
水稲生産が「受容可能」と判断されるか模索した。

出所：筆者作成
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１）コメ生産に関する年表作り（タイムライ
ン作成）
年表作りを通じて明らかとなったのは、以

下のような水稲作および農業全体の変遷であ
る。
（１）内戦（1989～2003 年）以前

この時期、食料作物の中心は陸稲であり、
多くの農家世帯ではコメの自給が達成されて
いたため、輸入米に依存する必要はほとんど
なかった。現金収入は主に、ゴムのプランテー
ションでの労働や余剰となった陸稲、オイル
パーム、カカオなどの販売によって得られて
いた。一方水稲作は、1970 年代後半から
1980 年代前半に世界銀行の支援を受け、一
時的に水田開発・栽培が行われたものの、そ
の後はごく一部の農家による限定的な活動に
止まっていた。
（２）内戦終結後（2003 年以降）

内戦の終結後、国産米の本格的な生産が再
開される前に、食料支援などを通じて大量の
輸入米が流入した。加えて、政府による米価
の引き上げ提案に対する反対運動（1979 年）
が、内戦の引き金の一つと見なされていたこ
とから、米価の上昇は政治的に極めてデリ
ケートな問題となった。こうした背景のもと、
2008 年には輸入米を無関税とする大統領令
が発出され、その後もこの措置は継続されて
いる。ゼロ関税政策により、輸入米は一層安
価かつ容易に入手可能となった。その結果、
農家の間でも「コメは作るもの」であると同
時に「買うもの」という意識が定着していっ
た。また、現金の必要性が高まる中、ゴム産
業の低迷も影響し、農家はより換金性の高い
作物の生産を志向するようになった。
（３）2010 年代後半以降

こうした意識の変化が見られる中、2010

年代後半には、国連世界食糧計画（WFP）
による「Food Assistance for Assets」プロ
グラムの一環として、農家グループを対象と
した水田開発支援が食料や日当（金銭）の提
供とともに実施された。これにより、内戦以
前と同様に、一時的な水稲作の盛り上がりが
見られた。このような状況のもと、本プロジェ
クトの事前現地調査および基本計画策定調査
は行われたのである。

２）収入源の変遷に関するランキング作り
収入源ランキングの結果からは、水稲作が

農家にとって必ずしも重要な位置を占めてい
ないという実態が改めて浮き彫りとなった

（表２）。
過去（内戦以前）においては、陸稲作が主

要な収入源の一つとして位置付けられていた
が、現在ではその地位は失われており、将来
的にも収入源としての期待は抱かれていな
い。また水稲作については、過去・現在・将
来のいずれの時点においても、収入源として
挙げた参加者は一人も存在しなかった。現在
の主要な収入源は、キャッサバや野菜などの
換金作物や、農産加工品であり、将来的には
カカオやオイルパームといった樹木作物に加
え、小規模な商取引がより重要な収入手段と
して位置付けられると予想されている。この
ように、水稲に対する収入源としての期待の
低さは、「年表作り」のワークショップで示
された意識の変遷と一致しており、コメに対
する相対的な関心の低下、ならびに換金作物
としての競争力の乏しさが、農家の意識に明
確に反映されていると言える。

こうした水稲の位置付けの低さは、その収
益性の低さによっても説明できる。聞き取り
調査の結果によれば、水稲は栽培作物の中で
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も最も多くの労働投入を要し（１ha 当たり
358 人日）、他の作物と比較しても労働負担
が明らかに大きい（表３）。また、生産コス
トの面では、国産米１kg 当たりの生産コス

トが１米ドルに達するのに対し、輸入米の小
売り価格は１kg 当たり 0.8 米ドルと安価で
あり、価格競争力を欠いている。プロジェク
トが実施した消費者の支払い意思額調査によ

表２　収入源の変遷に関するランキング結果（％）

収入源 過去 現在 将来
水稲   0   0   0
陸稲 31.3   1.6   0
キャッサバ 10.9 12.9   2.6
野菜   7.8 14.5   7.7
カカオ   7.8   0 12.8
ゴム   4.7   6.5   5.1
ゴムプランテーション勤務   1.6   1.6   0
オイルパーム 10.9   9.7 20.5
サトウキビ 12.5 17.7   2.6
畜産   1.6   8.1   5.1
木炭製造   0 14.5   2.6
バイクタクシー   0   1.6   0
小商い   1.6   6.5 30.8
給与所得者（被雇用者）   9.4   0   7.7
送金   0   1.6   2.6
その他   0   3.2   0
注：３ヵ所で実施したワークショップの参加者計 32 名（男性：12 名、女性：20 名）の回答
出所：筆者作成

表３　�主要作物の単位面積当たり労働投入量（人
日 /ha）

作目 労働投入量
水稲 358
陸稲 289
キャッサバ 239
ナス 203
トウガラシ 191
オクラ 178
オイルパーム 168
ゴム 191

注：農家サンプル数 105
出典：JICA（2025）

写真　�ワークショップ（年表作りと収入源ラン
キング）

出所：筆者提供
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ると、国産の赤米であれば、生産コストと同
等の価格であっても購入の意思が示されてお
り、国産米振興の可能性がまったくないとは
言えない。しかしながら、現時点では水稲は
他の作物に比べて生産性でも劣り、結果とし
て最も収益性の低い作物となっているのが実
情である。

３）労働と報酬に関する模擬交渉
労働と報酬に対する農家の意識を探るため

の模擬交渉型ワークショップの結果からは、
水稲作に対する農家の経済的合理性に基づい
た行動傾向が明らかとなった。

まず、グループでの水稲作から得られる収
穫物をグループ内で均等に分配するという前
提において、現在の平均的な生産性（１t/ha
前後）では、大多数の参加者が水稲作への従
事を選ばず、農業・農外を問わず他の収入機
会を選択する傾向が見られた。さらに、肥料
や改良技術の導入により生産性が２倍（一人
当たり 20 日分の日当に相当）に向上したと
仮定するシナリオにおいても、参加者の多く
が依然として他の選択肢を選ぶ結果となっ
た。実際、プロジェクトによる実地調査でも、
生産性が倍増したグループであっても水稲作
を継続せず、開発された水田を放棄していた
ケースが確認されている。こうした傾向は、
生産性が現行の３倍（約３t/ha）に達したシ
ナリオでようやく、参加者の過半が水稲作を
選択肢として受容するという結果からも裏付
けられる。また、収穫物の分配が行われない
別のシナリオにおいては、作業日における食
事の提供に加え、少なくとも日当相当の現物

（食料や資材）の提供が保証されることが、
農家の参加意思を左右する要因となった。こ
の条件を満たした場合に限り、参加者の過半

が水稲作への参加意向を示す結果となった。
すなわち、水稲作が他の労働機会と競合可能
な選択肢として成立するためには、非常に高
い生産性、あるいはそれに見合った報酬水準
が不可欠であることが明らかとなった。

これらの結果から、農家は生産費や労働投
入量といった数値情報を厳密に把握している
訳ではないものの、自身の労働に対して得ら
れる対価が「割に合うかどうか」を、実体験
に基づいて概ね正確に評価していることが読
み取れる。換言すれば、複数の収入手段が存
在する環境下において、農家は無意識のうち
に自然な判断として、労働報酬の適正化を図
る行動を取っていると考えられる。

４）プロジェクトの新たな方向性
これまでの結果から、グループによる水稲

作を持続的に継続するためには、現行水準を
大きく上回る相当高い収量の達成が必要であ
ることが明らかとなった。これは、農家が自
身の労働に見合う対価を重視している傾向か
らも裏付けられる。理論上、高収量の達成は
技術導入や投入財の活用により実現可能では
あるが、水稲生産および投入に係る重み付け
の結果からも、肥料などの資材に対する自己
負担について、多くの農家が消極的であり、
グループとしての労働や金銭的投入を増やし
てまで生産性を追求する意欲は乏しいことが
確認された。そのため、高収量を前提とした
目標設定は、現実的かつ妥当なものと言い難
い。加えて、水稲作の収益性は他の作物に比
して著しく低く、農家世帯の主たる収入源は、
野菜やカカオ、オイルパームといった換金作
物である。国産米は輸入米に対して価格競争
力を欠いており、同等の労働投入であれば、
収益性の高い作物を選好することは、経済的
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合理性に適っている。したがって、農家が水
稲作に対して強い転換動機を持つことは期待
し難い状況にある。

このような状況下においても、多くの農家
がグループの一員として、水田開発を伴う外
部機関による支援事業に参加していた。その
背景には、事業参加によって得られる食料や
日当といった短期的な対価の存在があった。
すなわち、水稲作そのものに対する意欲は必
ずしも高くなくとも、外部支援から得られる
報酬を目的として事業には参加する、そのよ
うな行動様式が広く一般化してしまっていた
のである。もちろん、水稲作の中止後も、貯
蓄活動などを主目的としてグループ活動を継
続している事例も見られた。しかしながら、
大多数のグループでは実質的な活動が行われ
ず、次なる支援の「受け皿」としてのみ機能
する存在へと変質していた。このような状況
は、支援が途絶えれば活動を停止し、再開さ
れれば再び活動を装う――いわば「ゾンビ」
のようなグループと形容することも可能であ
ろう。

こうした構造的な要因を踏まえ、プロジェ
クトでは当初掲げていた「生産性の向上」と
いう目標を見直し、「持続可能な生産」への
軌道修正を図ることとなった。具体的には、
農家が水稲作に取り組みやすい環境の整備に
重点を置き、省力化技術（直播、ランダム移
植、マット苗など）の導入に力を注ぐ方針を
採った。加えて、外部支援機関より供与され
たまま未活用となっていた精米機の組立と活
用を通じて、水稲作の担い手となるグループ
の活動を活性化する取り組み（本誌 Vol. 48, 
No. ２参照）も実施した。これらの技術や機
材の利活用に研修・普及活動を組み合わせる
ことで、水稲作の持続可能性の改善を目指し

たのである。

おわりに

本稿では、リベリアの水稲作が直面する構
造的課題と、それに対する農家の「本音」に
迫る試みについて振り返ってきた。農家が水
稲作に消極的な姿勢を見せていたにもかかわ
らず、プロジェクトが前向きに事業を継続で
きたのは、そうした姿勢を一方的に非難する
のではなく、それを農家の生存戦略の一環と
して理解し、経済的合理性が確保される状況
においては、彼らが誠実に作業へ取り組む
人々であると再認識できたことが大きい。こ
のような認識に至ることができたのは、所期
の目的や技術的アプローチに固執せず、状況
に応じて柔軟かつ多面的な対応を取り入れる
体制と要員構成が整っていたためである。

一方で、結果のみを見れば、あたかも想定
外の事態にも柔軟に対応したかのように映る
かもしれないが、実際は試行錯誤の連続であ
り、その場その場での即興的な判断が求めら
れる場面も少なくなかった。プロジェクト目
標を見直した後も、すべてが順調に進んだと
は言い難く、たとえば省力化技術の導入はす
べての農家の関心を十分に喚起したわけでは
なかった。また、水稲作に意欲的な農家グルー
プの発掘は、プロジェクト終了まで継続的な
課題として残り続けた。こうした中で常に最
適な選択ができたとは言い切れない。しかし
ながら、「生産性の向上」という一点に固執
して事業を進めていたとすれば、プロジェク
トの持続可能性は一層損なわれていたであろ
う。

執筆時点のリベリアでは、1980 年前後や
2010 年代後半に続き、再び水稲作振興に対
する外部支援の波が押し寄せつつあり、水稲
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作バブルの兆しが見え始めている。本プロ
ジェクトは、幸か不幸か、こうした大規模支
援の狭間の時期に開始されたため、外部支援
による水稲作の一時的な活性化と、その後の
停滞の両方を目の当たりにする機会を得るこ
とができた。仮に、現在と同様の支援環境下
で本プロジェクトが始まっていたならば、目
の前に現れたであろう熱心さを装う農家の姿
に疑問を抱くことなく、「生産性向上」を唯
一の目標として突き進んでいた可能性が高
い。そして数年後、外部支援の終了とともに
放棄水田が広がる現実を前にして、ようやく
当地の実情に気づくという、取り返しのつか
ない事態に陥っていたかもしれない。

本プロジェクトを通じて明らかになったの
は、単なる農業技術の導入や生産性の向上だ
けでは、水稲作が持続的に定着することは困
難であるという、厳しくもごく当たり前の現
実である。農家の選択は、収益性や労働報酬
といった観点から見ればきわめて合理的であ
り、その行動様式を無視したまま介入を行っ
ても、持続的な成果を期待することはできな
い。むしろ、農家の現実的な選好や行動様式
に寄り添い、無理なく取り組める環境を整備
すること、あるいは複数の選択肢を提示する
ことこそが、リベリアに対する今後の支援の
鍵となるだろう。草の根レベルでの「本音」
に真摯に向き合い、それに基づいた施策を構

築していくことの重要性を、改めて認識させ
られたプロジェクトであった。アフリカ稲作
振興のための共同体（Coalition for African 
Rice Development：CARD）の支援対象国
として、今後リベリアのような国が加わる可
能性も十分に想定される。そうした国々にお
いて、本プロジェクトで得られた教訓を活か
すことは、今後の支援にとってきわめて意義
深い取り組みとなるはずである。

多くの困難に直面しながら進められた本プ
ロジェクトの実情を、本稿を通じて共有して
きた。もし本稿に対し、いささかでも共感や
関心をお寄せいただけたのであれば、筆者に
とってこの上ない喜びであり、本稿執筆の所
期の目的もまた、達成されたと言えるであろ
う。

参考文献
独立行政法人国際協力機構（2020）：リベリ

ア国小規模農家コメ生産向上プロジェクト
基本計画策定調査報告書．

独立行政法人国際協力機構（2025）：リベリ
ア国小規模農家コメ生産向上プロジェクト
事業完了報告書．

（株式会社レックス・インターナショナル
　コンサルタント）

21805481 国際農林業協力Vol48 No3.indb   4821805481 国際農林業協力Vol48 No3.indb   48 2026/01/26   13:35:172026/01/26   13:35:17



─ 49 ─

寄稿

児玉　広志

はじめに

公益社団法人国際農業者交流協会（JAEC）
は、独立行政法人国際協力機構（JICA）の
草の根技術協力事業および外務省の NGO 連
携無償資金協力事業の下で、フィリピンにお
いて、2007～2025年にかけて、Safe Vegetables 
from Rich Soil（SAVERS）と名付けた低化
学農薬・化学肥料栽培の普及を推進した。筆
者は、2010～2013 年に同国農業省の専門家
として事業をサポート、2023～2025 年には
現地シニアプロジェクトコーディネーターと
して事業に関与した。本稿では、SAVERS
の普及活動について簡単に紹介するととも
に、筆者が見つけた課題およびその解決方法
を論じる。

１．SAVERSとは
SAVERS は、主に土づくりを通じて、低

化学農薬・化学肥料栽培で高品質の農作物の
安定した収穫を目指す方法である。この方法
は、自身も長野県佐久穗町で長年高原野菜を
栽培してきた横森正樹技術普及リーダーの、
炭・木酢液・たい肥を利用した低化学農薬・
化学肥料栽培技術を基にしている。JAEC の
事業では、初めに、フィリピンのサラダボウ
ルと呼ばれるベンゲット州（Benguet 州）の
高原野菜地帯１に横森氏の技術を導入し、ベ
ンゲット州での試験栽培を経てフィリピンで
適合する技術に作り上げていった。

JAEC が事業を開始した 2007 年当時のベ
ンゲット州では農薬の過剰使用が問題になっ
ていた。当時、過剰使用された化学農薬が環
境（土、水）汚染を引き起こし、野菜に残留
し、農家の健康も害しているとの指摘が相次
ぎ２、残留農薬に関する調査３も行われた。
横森氏が実践し、フィリピンでも適用し始め
た低化学農薬・化学肥料栽培は、化学農薬の
過剰使用問題を解決する一助にもなると考え
られ、この技術は Safe Vegetables from Rich 
Soil（SAVERS、豊かな土からの安全な野菜）
技術と名付けられた。

２．SAVERSで推奨している利用方法
SAVERS はその名前の通り、土づくり４を

重視した栽培法である。すなわち、炭・木酢

フィリピンでの低化学農薬・化学肥料栽培技術の普及活動

KODAMA Hiroshi：Extension Activities of a Low-
chemical Farming Technology in the Philippines.

１	平均の標高が 908ｍであるベンゲット州（https://
en -ph . topograph ic -map .com/map-sq2v18/
Benguet/）は温帯地域での栽培に適している野菜
の栽培が盛んである。

２	一例は Carino（2007）
３	一例は Lu（2011）
４	農林水産省のホームページでも紹介されている「健

康な土づくり」技術マニュアル（青森県「攻めの
農林水産業」推進本部 2000）では、土づくりを、「土
壌の環境を改善し、作物が必要とする養分や水分
をバランス良く十分に供給できるような能力すな
わち地力を高め、土壌の作物生産能力を維持して
いくこと」と定義している。農業における土づく
りの重要性は多数の農業関係者が指摘している。
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液・たい肥の施用による土づくりを通して安
定的な作物生産を目指す技術である。このた
め、有機農業を排除するものではないが、農
業者には減化学肥料・減化学農薬栽培を薦め
ている。また、「SAVERS 農法」という技術
パッケージを農家に押し付けるのではなく、
以下の SAVERS の諸技術を紹介、自分に合
う技術を農家に選んでもらっていた。

土壌施用による温室効果ガス削減効果が注
目されている炭は、日本でも古来５、燃料と
して利用されており、農業分野でも、土の保
水性・透水性の改良、肥料成分の保持６、土
の微生物バイオマスの増大７といった効果が
ある。江戸時代から土壌改良剤として利用８

されており、現在は木炭が政府によって土壌
改良資材９に指定されている。SAVERS では、
苗の定植前に炭を土壌 100㎡あたり 20～
30kg 施用するように勧めている。また、ひ
と手間かけるやり方として、炭と有用微生物
の増殖を促す木酢液を２：１の割合で混ぜた
ものを施用する方法も紹介している。

炭を製造する際の副産物として得られる木

酢液も、日本では古くから水溶液が土や作物
に施用されてきた 10。濃度の高い木酢水溶液
は害虫に対する忌避効果や抗菌効果 11 があ
ると言われている。このため、SAVERS では、
ネマトーダ等の土壌病虫害のコントロールの
ために 10～20 倍に希釈した木酢液の作物の
根元への潅注を勧めている。木酢液には他に
も、土壌中の有用微生物の増殖、植物の芽・
根の成長促進効果等が認められており 12、
SAVERS でもこれらの効果を見込んだ木酢
液の施用方法を普及している。その中でも、
農家には特に、木酢水溶液を農薬に混ぜるこ
とで農薬の施用量を慣行の量の半分にする方
法が、慣行の農薬量の効き目と変わらないと
して、受け入れられている。この方法では、
木酢液は農薬の展着剤的な効果があるのでは
ないかと推察されている 13。SAVERS を紹
介するセミナーでは、慣行の希釈倍数の倍に
希釈した農薬に 100 分の１の木酢水溶液を混
ぜる方法を紹介している。しかし、木酢液の
効果は利用している木酢液の内容などで異な
る上、木酢液もベンゲット州で購入すると
１L あたり 67 または 100 ペソ 14 するため、
農家には、木酢液の希釈倍数を色々と変えて
みて、自分に合う希釈度を見つけることを勧
めた。

SAVERS セミナーには有機農業を実践し
ている農家も参加することが多い。このため、
これらの農家には、トウガラシ等を木酢液に
漬けてこれらの有効成分が抽出された後にこ
れらの希釈液を散布する方法を紹介した。

たい肥は、フィリピン農業省などがその製
造 と 利 用 に 関 す る 情 報 を 広 め て い る。
SAVERS セミナーでの講義でも、たい肥の
重要性を強調するとともに、たい肥作りの一
例として、土の微生物バイオマスを増やす炭

５	日本では少なくとも旧石器時代には木炭が生産さ
れていたと推定されている（樋口 1993）。

６	日本バイオ炭普及会 2019
７	Lehmann et al . 2011
８	宮崎 1697
９	地力増進法施行令（昭和 59 年 10 月１日政令第

299 号）は木炭を土壌改良資材として指定している。
10	昭和 10 年代には木酢液が稲の成長促進に効果があ

ることが見出されていた（岸本 1991）。
11	木嶋 2008
12	日本木酢液協会 HP
13	日本木酢液協会 HP
14	ベンゲット州を含む地域の 2024 年 11 月から適用

された最低賃金は 470 フィリピンペソ/日（WAGE 
ORDER NO. CAR.23、Nov. 13, 2024, Department 
of Labor and Employment, Republic of the 
Philippines）。2024年度のJICA精算レートは１フィ
リピンペソ＝2.54～2.74 円であった。
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と、悪臭抑制効果 15 と微生物の増殖効果 16

のある木酢液も利用した製造方法を紹介し
た。

３．SAVERSの普及方法
JAEC は、2007 年から、JICA の草の根技

術協力事業と外務省の日本 NGO 連携無償資
金協力スキームの下で、フィリピンで炭と木
酢液を利用した農作物栽培の普及を推進した
が、初期は、JAEC 自身による試験栽培に加
え、この技術に興味のある農家に炭と木酢液
を利用した野菜等の試験栽培をしてもらい、
ベンゲット州でも有効であることを確かめ
た。これらの試験栽培の結果を町の農政課と
共有し、その効果を認めてもらった上で、彼
らと共同で普及に取り組み、SAVERS を実
践する農家を増やしていった。

JAEC はさらにセミナーなどを通じて
SAVERS の普及に努めた。SAVERS 技術の
普及活動はベンゲット州の特定の町で始めた
が、当初より、農業省の理解を得るためにマ
ニラの農業省本省でのセミナーも積極的に実
施した。その後、普及地域をベンゲット州全
体 と 他 州 に 広 げ た。 他 の 多 く の 州 で
SAVERS の研修を実施、2025 年の事業終了
までに実施した研修の回数は 100 回以上にな
る。さらに、研修などで木酢施設の設置方法

を教えるとともに、農業省の地方組織や町役
場といった、その地域の SAVERS 普及拠点
と木酢液・炭の供給元になりそうな組織には
JAEC が獲得したファンドを利用して、相手
方と共同でこれらの製造装置（本稿では「木
酢施設」と呼ぶ）を建設した。2019 年まで
の事業で JAEC のファンドで建設した木酢
施設は 19、農家組織などが自分のファンド
で建設した施設は 91 ヵ所にのぼる。

研修ではまた、炭・木酢液の利用方法を紹
介するとともに、農家の試験栽培の結果も纏
めた冊子も紹介し、これらの資材の投入方法
を参考に自分の畑での資材の投入量を決めて
もらった。その後、フィリピン政府農業省の
地方試験場等でも栽培試験を実施した 17。農
業省はさらに、SAVERS の紹介ビデオ 18 を
作成するなど、その普及に努めた。なお、農
業省の試験場での試験で木酢液は稲やマン
ゴーといった低地の作物にも効果があること
が分かったが、この結果が高原地帯のベン
ゲット州のみならずフィリピンの低地でも
SAVERS が受け入れられる一因となった。

４．炭と木酢液の製造装置（木酢施設）
前述の木酢施設は、幾つかのタイプが建設

されているが、フィリピンで設置された３つ
のタイプの木酢施設の例を示す（写真）。まず、
JAEC がセミナーでその建設方法を紹介した
木酢装置は、ドラム缶を燃焼装置に利用して燃
焼装置から出る煙を水で冷やして粗木酢液 19

を得る、簡易なタイプである（写真左端およ
び図）。日本でもドラム缶を利用して炭と木
酢液を製造する施設の建設方法が紹介されて
いる 20。しかし、フィリピンで紹介したドラ
ム缶タイプの木酢施設は、日本で一般的なも
のとは異なる。比較的涼しく、農閑期である

15	澁谷等 2014
16	寺下 1960
17	その一例として Pugay et al .（2018）がある。
18	そ の 一 例 と し て Agricultural, Training Institute 

Cordillera Administrative Region（2022）がある。
19	SAVERS では、粗木酢液を６ヵ月以上静置し、粗

木酢液の６割を占める有効木酢液を分離して栽培
に利用することを勧めている。この木酢液は精製
木酢液とほぼ同等なので、本稿では「精製木酢液」
と称する。

20	その一例として杉浦・広若（2024）がある。
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冬に炭と木酢液を製造するのが一般的な日本
では、焼却装置から伸ばした煙突に煙が通る
間に、外気温によって、つまり空冷式で、温
度が下がり十分な量の木酢液が得られる。こ
れに対して、常夏の国のフィリピンでは気温
が高いので、外気による冷却では十分な量の
木酢液が得られにくい。このため、若干コス
トはかかるが燃焼装置から出たパイプを冷却
装置と呼ぶステンレスのタンクに通す方法を
奨励している 21。このタンクは２層になって

おり、内側を煙が通り、外側に水を流して内
側の煙を冷やして、つまり水冷式で、木酢液
を得る。2024 年当時ベンゲット州で、燃焼
装置になるドラム缶は 2800 ペソ程度なのに
対し冷却装置は３万 8000 ペソ程度であった。
JAEC が材料費を提供して設置した木酢施設
のうち、燃焼装置であるドラム缶は数年で取
り換える必要があるが、ステンレス製の冷却
装置は 10 年以上利用可能なため、木酢施設
を設置した組織は数年に１度ドラム缶を買い
直すだけで良い。

JAEC では、この他に、設置希望者が既に
ドラム缶式の燃焼装置を利用して炭と木酢液
を製造しているなど、継続利用の可能性が高

写真　�フィリピンで建設された木酢施設（左から水冷式ドラム缶型施設、空冷式ドラム缶型施設、木
酢施設を岩で囲ったもの）

出所：JAEC（2021）

21	セ ミ ナ ー で は、Japan Agricultural Exchange 
Council（2021）の p.15～17 にある設計図を紹介し、
後述の日本 NGO 連携無償資金協力での活動でもこ
の設計図に従って木酢施設を設置している。

木片、ヤシ殻等

炭

冷却装置

燃焼装置

水で木酢の気体を冷やす

木酢

図　水冷式ドラム缶型施設
出所：JAEC（2021）を筆者改変
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い場合には、本格的な装置として、火山岩等
を利用した燃焼施設（写真右端）とステンレ
スの冷却装置で出来た木酢施設を設置した。
この施設の燃焼装置の内部は大きく、一回当
たり多くの木酢液が製造できる 22。また、燃
焼装置も長年の使用に耐える 23。

農家が自分のファンドでドラム缶式の木酢
施設を建設する場合、ベンゲット州の 2024
年 12 月の最低賃金が 470 ペソであることか
ら、ベンゲット州の自作農の農家にとって、
冷却装置付きの木酢施設は、たとえ自分で設
置するにしても、高い買い物である。このた
め、農家の自己資金で設置した木酢施設の中
には冷却装置がない空冷式の装置もあった

（写真中央）。SAVERS セミナーではこのよ
うな空冷式の施設も紹介している。

ある農家は、まずは空冷式の木酢施設、つ
まり燃焼装置と木酢液収集パイプを設置、そ
の後木酢液と炭を製造・利用しながら資金を
貯めて冷却装置を設置したとのこと。後述の
別の農家の木酢施設建設・運用の収支の計算
結果を鑑みると、この農家の木酢施設の改良
方法は経済的にも説明可能である。

2021 年から始まったプロジェクトでは、
このプロジェクトが始まる前に設置された木
酢施設の稼働状況の調査は出来なかったが、
筆者はベンゲット州で、少なくとも、３つの
町営と４つの農家設置・運営の木酢施設が稼
働しているのを確認している。今後も、これ
らの木酢施設や 2021 年からの事業で設置さ

れた木酢施設の見学、これらの施設で製造さ
れる木酢液・炭の利用を通じてこれらの効果
を実感し、自分で木酢施設を設置する農家が
出てくることを期待している。

５．木酢施設の経済
ドラム缶型木酢施設の１回の利用で得られ

る木酢液と炭の量は、施設によって、材料に
よって大きく異なるが、その一例として、他
農家の研修も受け入れている農家からの聞き
取り結果は次のようになる。

・�１回の利用で 10L の粗木酢液が取れ、そこ
から６L の精製木酢が採取できる。

・�精製木酢液は 67 ペソ/L の価値がある。�  
（この施設は木酢液を自分の畑への施用と
研修生への配布で使い切ってしまい、販売
していないので、他の施設の売値を準用）

　→�精製木酢液の価値は６L×67 ペソ/L＝402
ペソ

・�炭（料理用の塊の炭）は 15kg 程度入る袋に
半分程度入る量が採れる。

・炭は 260 ペソ/袋 24 で売れる。

　→�炭の価値は 0.5 袋×260 ペソ/袋＝130 ペソ

�以上により１回の利用で計 532 ペソの価値
を創造する。
�また、この施設は月平均で３回稼働してい
るので、年間の価値は 532 ペソ×3 回/月×
12 ヵ月＝１万 9152 ペソとなる。

・�その他、炭・木酢液製造時には自分の畑の
果樹の選定枝や周りで伐採した木を材料に
利用している。

彼のような個人農家が自分の労賃を考え
ず、施設の材料も燃焼装置用のドラム缶、冷
却装置とパイプ以外は自分で調達、木酢液製

22	ドラム缶の焼却装置を有する施設は１回の製造で
６Ｌ程度しか木酢が採取出来ないのに対し、火山
岩製の焼却装置を有するツブライ町の施設は、１
回の製造で 60～70L の木酢が製造される。

23	2012 年に設置されたツブライ町の木酢施設の燃焼
装置は 2025 年３月時点で問題なく稼働していた。

24	2024 年２月実施のパンガシナン州での調査結果。
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造時の材料も自分の土地やその周辺から調達
する場合、毎年ドラム缶の燃焼装置を換えて
も 2800 ペソのドラム缶代は十分支払える。
また、前述の農家のように、まずはドラム缶
の燃焼施設を設置、その後冷却装置を設置す
る場合、木酢液が空冷式の冷却装置の半分し
か採取できなかったとしても、１回の製造で
130（炭）＋201（木酢液）＝331 ペソ、年間
で 331×３×12＝１万 1916 ペソの価値を創
造できる。つまり、４年間木酢液を製造し続
ければ燃焼装置を取り換えて水冷式の冷却装
置を設置することが可能になる。ただし、炭・
木酢液製造時の材料を購入するとその分減価
償却に振り向けられる利益が減少する。この
ため、木酢施設の設置に興味がある農家には、
なるべく自分で木酢施設を製造し、材料も自
分の畑や近くの畑の果樹の剪定枝、畑の周り
の木、ココナツの殻などの無料で手に入るも
のを利用するように勧めている。

６．フィリピンでの普及事業の成果
本稿では、① SAVERS 技術の実践者の増

加、②フィリピン側での SAVERS 関連技術
の研究の進展、③フィリピン農業省、州・町
政府による SAVERS の普及、④多くの木酢
施設の設置、といった成果を紹介してきた。
しかし、フィリピンでの SAVERS 普及活動
の最大の成果は、SAVERS 技術の実践に欠
かせない木酢液が流通するようになったこと
である。筆者の知るところ、ベンゲット州で
は、３町で販売されており、そのうちの
Buguias 町と Tublay 町では、JAEC の活動

がほぼ停止していた252022 年でも 1.5L と１L
の木酢液ボトルがそれぞれ 307 本と 429 本販
売されている。これは、その地域に、一定の
木酢液の利用者、すなわち SAVERS 実践農
家がいる証である。また、木酢液が流通して
おり、町の農政課に SAVERS 技術を習得し
た普及員がいるので、農家は SAVERS 技術
を容易に試すことも出来る。2025 年３月の
JAEC 事業終了時でも、これら２つの町では、
JAEC の財政的な支援なしに定期的に炭・木
酢液を製造し、木酢液を販売していた。

７．2021～2025 年の日本 NGO 連携無償
資金協力
2021 年から始まったプロジェクトでは、

ベンゲット州を含む 10 州で、ATI（Agricul-
tural Training Institute）という、農業技術
の普及を推進する機関をカウンターパートと
して、SAVERS 技術の普及活動を行った。
これは、フィリピン農業省が SAVERS 技術
を認知し、国としてその普及を推進する意思
を示した、ということである。

このプロジェクトの内容は、ベンゲット州
と他の９つの州では異なる。SAVERS があ
る程度知られており、木酢液が入手可能な、
SAVERS 先進州であるベンゲット州では、
12 回 実 施 し た １ 日 の セ ミ ナ ー 26 の 中 で
SAVERS 技術を紹介し、併せて近隣の木酢
施設を紹介した。これに対し他州では、まず、
SAVERS 技術普及の中心となる場所を特定
し、木酢施設を建設した。SAVERS 技術に
特化したセミナーも 24 回実施したが、多く
の場合、SAVERS セミナーの前日に木酢施
設を建設、次の日に SAVERS セミナーを実
施するという２日間の活動とし、１日目の施
設建設に２日目のセミナー参加者の一部を招

25	COVID19 とフィリピン政府のプロトコルの影響で
2022 年は普及活動がほとんど行えなかった。

26	ベンゲット州のセミナーでは SAVERS 技術に加え
野菜の流通改善に関する講義も行った。
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集した。また、２日目のセミナーに並行して
前日に建設した木酢施設を利用した最初の
炭・木酢液づくりを行い、セミナー参加者が
その様子を見学できるようにした。これに
よって参加者が、１日目の実習で施設の建設
方法を習得し、２日目に SAVERS の特徴、
炭と木酢液の製造方法および利用方法を学習
するとともに、炭と木酢液の製造方法も体感
できるようになった。

また、SAVERS 先進州のベンゲット州に
他の９州の州政府農政課職員など今後の州内
での普及の中心として期待される者を集め
て、州内の SAVERS 先進地の見学と座学を
組み合わせた先進地研修を合計４回実施し
た。この研修には木酢施設の設置も含まれて
いる。前述の SAVERS セミナーに並行して
建設したものも合わせ、今回のプロジェクト
で建設した木酢施設は全部で 10 州の 23 ヵ所
にのぼる。

先進地研修の参加者の一部は、前述のベン
ゲット州以外での SAVERS セミナーで講師
として活躍した。また、2023 年の研修に参
加したパンガシナン州の農家が自分の農場に
木酢施設を設置、得られた炭と木酢液を利用
して作物を栽培するとともに、自分の農場で
の研修で研修参加者にも炭と木酢液の利用方
法を教えるようになった。この情報を得たた
め、2024 年の研修では彼に講師として登場
してもらった。研修参加者に、「この講師は
昨年の研修では研修を受ける方であった。彼
は１年で先進地研修の講師になった。」と紹
介すると、大きな反響があった。なお、パン
ガシナン州では、ある民間の農業研修施設も、
JAEC の技術支援を得ながら木酢施設を建設
し、得られた木酢液を施設で栽培している作
物に施用するとともに木酢施設の設置および

木酢液の利用方法を研修で教えている。
2023 年 11 月の筆者の着任後、セミナーの

SAVERS に関する講義の内容を充実させた。
もともとセミナーでは、農家に「木酢液を○
○倍に薄めて作物に散布すると良い。」といっ
た説明をしていたが、その説明のみで農家が
自分の噴霧器を利用して木酢液を利用できる
ようになるのか疑問に思った。つまり、農家
が利用方法を理解でき、試験的に利用する木
酢液が農家の手元にある必要がある。そこで、
2024 年から次のように改良した。

ベンゲット州と他の幾つかの州のSAVERS
セミナーでは、農家が利用している 16L の
噴霧器を利用した木酢液と農薬の混合液の作
り方を実演した。16L の背負い式噴霧器が一
般的に使われているフィリピンでは、多くの
農薬の施用量を、16L の背負い式の噴霧器に
農薬原液を大匙何杯入れること、と記してい
る。前述のように、セミナーでは、20 倍の
木酢水溶液の土壌への灌注と 100 倍の木酢水
溶液（農薬との混合液）の散布を紹介してい
る。16L の 20 分の１は 800ml、100 分の１は
160ml である。フィリピンの普通の農家は計
量カップを持っていないが、たまたま農村部
でよく売られているサーディンの缶には約
160ml の木酢液が入る。よって、16L の噴霧
器用に、土壌灌注の際にはサーディン缶５杯
分（800ml）、農薬と混ぜて散布する際には
サーディン缶１杯分（160ml）を用意する方
法を紹介した。これらの方法を説明した冊子
とともに、参加者の前で木酢液と農薬を希釈
して見せた。さらに、各参加者に、自分の畑
での試験用に、木酢液のボトルを１本ずつサ
ンプルで配布した。あるセミナーで、６本の
講義の中で何が一番有用であったか、と尋ね
た と こ ろ、 回 答 し た 27 名 の う ち 14 名 が

21805481 国際農林業協力Vol48 No3.indb   5521805481 国際農林業協力Vol48 No3.indb   55 2026/01/26   13:35:182026/01/26   13:35:18



─ 56 ─

SAVERS と、４名が木酢液等の施用方法の
実演 27 と返答した。

ベンゲット州外で実施された幾つかの
SAVERS セミナーでは、時間等の都合で実
演のセッションを加えられなかったが、既存
のセッションの中で 16L の噴霧器での利用
法を説明するとともに、木酢液のボトルを参
加者に配布した。木酢液１L は、100 倍に薄
めて 16L の噴霧器に入れる場合、６回の噴
霧に利用できる 28 が、１作を通じて農薬散
布が６回未満で済む野菜も多い。よって、農
家は畑の一部で１作に亘って木酢液と農薬の
混合水溶液を散布し、得られた野菜の品質を
確かめることが可能である。参加者に、サン
プルとして供与した木酢液で１作試して、効
果を見出したら次作はセミナーの前日に設置
された木酢施設で生産された木酢液を購入す
るように勧めた。一方で木酢施設を管理する
組織には、参加者の前で、多くの参加者が木
酢液を欲すると思うので、木酢液を定期的に
生産するように要請した。

セミナーでの木酢液利用の実演と木酢液の
サンプル配布の効果は、木酢液が流通してい
るベンゲット州で認められた。前述のように、
ブギアスとツブライ町役場で木酢液を販売し
ているが、両町役場での木酢液の合計販売数
量が 2022 年と 2023 年の 736 ボトル、711 ボ

トルから、セミナーの内容を改良した 2024
年は 1304 ボトルへと、約 1.8 倍に増大した。
セミナー参加農家の一部が実際に木酢液を利
用してその効果を確かめて購買するように
なったと思われる。

８．SAVERS技術の普及上の課題
筆者がフィリピンで SAVERS の普及を進

める中で、以下の SAVERS の普及における
課題が見えてきた。
• �炭施用の普及の遅れ
• �炭・木酢液の原料となる木材やココナツ殻

などの未利用バイオマスの入手の困難さ
• �燃焼装置の寿命の短さ

本節ではこれらの課題とプロジェクト期間
に実施した課題解決のための試みについて説
明するとともに、今後のフィリピンでの炭・
木酢液を利用した農法の普及に向けた課題解
決の方法について論じる。

１）炭普及の遅れ
JAEC では炭と木酢液の両方の施用を推奨

しているが、木酢液の施用に比べて炭の施用
が普及していない。その１つの理由として、
既存の木酢施設では十分に炭を供給できない
ことが挙げられる。つまり、木酢施設で製造
される炭でカバーできる面積が、木酢液がカ
バーできる面積よりも一桁小さい 29。木酢液
と炭の施用量の目安と前述の農家の木酢施設
の生産量から割り出した、木酢施設の１回の
稼働で得られる炭と木酢液（１回の製造で６L
の木酢液、7.5kg の塊の炭と 0.75kg の細かい
炭が得られると仮定）で散布可能な野菜畑の
面積は以下の通り。

木酢液
１回あたり生産量：６L/回

27	このセミナーでは、他に JAEC のフィリピンでの
活動、日本の先進的な野菜農家の生産・販売戦略、
野菜の低温流通に必要な収穫後の調製作業、野菜
の計画生産についての講義を実施した。

28	160ml（16 Ｌの噴霧器に必要な木酢液の量）×６
回＝ 960 ml

29	他の理由として、炭施用の際の農家の手間を挙げ
る者もいるが、少なくともベンゲット州では多く
の畑で年に２回は畑を耕して畝を作り直している
ので、その前に細かい炭を撒いて耕うん時に土に
入れれば最低限の手間で済む。
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�１作 100㎡あたり散布必要量：�  
� 0.16L×６散布＝0.96L
�よって、１作あたり散布可能面積：�  
� （６L÷0.96L）×100㎡＝625㎡
＊�１回の製造で６L の精製木酢液を生

産、16L の噴霧器に入れた 160ml の木
酢液と農薬の混合水溶液を 100㎡の野
菜畑に散布、１作に６回混合水溶液を
散布する、と仮定

炭１（全ての炭を土壌に施用する場合）
１回あたり生産量：�  

� 7.5kg＋0.75kg＝8.25kg/回
１作１㎡あたり散布必要量：0.25kg
よって、１作あたり散布可能面積：�  

� 8.25kg÷0.25kg＝33㎡
＊�１回の製造で 7.5kg の塊の炭と 0.75kg

の細かい炭を生産、野菜の作付け前に
１ ㎡ の 農 地 に 炭 を 0.250kg（250kg/ 
1000㎡）施用すると仮定

炭２（細かい炭のみを土壌に施用する場合）
１回あたり生産量：0.75kg
１作１㎡あたり散布必要量：0.25kg
よって、１作あたり散布可能面積：�  

� 0.75kg÷0.25kg＝３㎡
＊�１回の製造で 0.75kg の細かい炭を生

産、野菜の作付け前に１㎡の農地に細
かい炭を 0.250kg（250kg/1000㎡）施
用すると仮定

生産された全ての炭を施用しても木酢液の
約 19 分の１（625：33）の面積しか施用でき
ない（炭１）。筆者がインタビューした木酢
施設生産者は大きな炭を燃料として利用また
は販売しており、細かい炭のみが土壌に施用
されるので、その場合は、木酢液の約 208 分
の１（625：３）の面積しか施用できない（炭
２）。つまり、農家が木酢施設から同じ面積

に施用する木酢液と炭を購入しようとしても
炭は直ぐに売り切れてしまう。実際に、木酢
液を販売している２町では炭を定番商品とし
て売っていない。

この不足分を補うには、他から炭を持って
くるしかない。炭の供給元として民間の炭焼
き施設に注目した。フィリピンの農村部では
調理に炭が利用されており、その需要に応え
るために民間の炭焼き施設が存在している。
高地にあるベンゲット州では民間の炭焼き施
設が確認できなかったが、他のプロジェクト
実施９州（全ての州が低地を含んでいる）の
県農政課の職員などに訊いたところ、全ての
州で民間の炭焼き業者が存在することが判明
した。つまり、ルソン島の低地の農村地域で
はいまだ炭焼きが盛んである。なお、９州の
県農政課の職員などに、炭焼き施設で木酢液
を採取しているか訊いたところ、木酢液を採
取している施設を聞いたことがない、とのこ
とであった。

パンガシナン州のある炭焼き業者から
2024 年２月に聞き取りを行ったところ、そ
の地域の炭焼き業者は乾季（通常 11～５月）
のみに炭焼きを行っている、とのこと。主に
伐採した木から炭を製造し、塊の炭は燃料用
に販売、細かい炭は利用していない、とのこ
とであった。また、炭焼きの副産物として木
酢液が出来、ベンゲット州では販売されてい
る、ということは知らなかった。その後、こ
の施設から細かい炭を１袋（平均 27kg/袋）
100 ペソで入手、ベンゲット州でのセミナー
で施用のデモンストレーションを実施、農家
に数 kg 配布したところ、農家から好評であっ
た。「自分のトラックで取りに行っても細か
い炭を買いたい」という農家の声もあった。

この業者のインタビュー時点での炭焼きの
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収支を p.53 で示した農家からの聞き取り結
果も参照して試算したところ、細かい炭を土
壌施用用に売るとともに、冷却装置を設置し
て木酢液を回収・販売したら、１回当たりの
炭焼きで現在の４倍の収入になることが分
かった。

Ａ．�現在＝塊の炭の販売金額
12 袋×260 ペソ/袋＝3120 ペソ（①）

Ｂ．�将来的な販売金額＝①＋木酢液の販売
金額（②）＋細かい炭の販売金額（③）

・�１袋あたりの炭の重量は約 15kg（p.53
聞き取り）、すなわち 12 袋の炭の重量
は計 180kg。炭 7.5kg から６L、すな
わち、炭１kg から 0.8L の木酢液が取
れる。木酢液を農業用に販売する場合、
１L の木酢液を 67 ペソで販売出来る
と試算。

②：180kg×0.8L/kg×67 ペソ/L�  
� ＝9648 ペソ

・�炭の約１割程度の細かい炭が副産物と
して生み出される。すなわち塊の炭 12
袋製造時に得られる細かい炭の重量は
計 18kg。細かい炭１袋（約 27kg）が
100 ペソで販売可能であると仮定。

③：18kg÷27kg×100 ペソ≒ 67 ペソ
合計（①＋②＋③）＝１万 2835 ペソ（9715

ペソの収入増：現在の収入のおよそ４倍）
パンガシナン州でも細かい炭と木酢液の普

及を進めており、州内での需要も見込まれる。

ベンゲット州で利用する場合、パンガシナン
州からベンゲット州に炭を運搬 30 する必要
があるが、サラダボウルのベンゲット州から
パンガシナン州を通って首都マニラに野菜を
運ぶ一部のトラックは帰り荷を積んでいな
い。これらのトラックに炭を積み込めば輸送
費はかなり抑えられると考えられる。

上記の土壌施用に適した炭の供給源の探索
と並行して炭利用の普及活動も推進した。先
進地研修では、従来の SAVERS の講義を、
炭の効果に関する講義と木酢液とたい肥の効
果に関する講義に分け、炭の効果、施用方法
を詳しく説明した。さらに、炭の施用量も「細
かい炭を両手ですくった量（約 250g）を１㎡
に施用」と分かりやすく説明した。ベンゲッ
ト州のセミナーでも炭の施用量を具体的に説
明しつつ、各参加者に５kg 程度（約 20㎡分）
の細かい炭を配布した。

もみ殻燻炭も利用可能である。フィリピン
の平地ではコメを栽培しており、もみ殻を炭
化して燻炭を作っている。ほとんどコメを栽
培していないベンゲット州にも、もみ殻燻炭
を販売している業者がいる。このため、炭に
興味を持った農家が、まずはもみ殻燻炭を利
用し、さらに、現在未利用の炭焼き小屋の細
かい炭も利用するようになることが期待され
る。

２）炭・木酢の原料となる木材等の入手の困
難性
これはベンゲット州で顕著な問題である。

フィリピンでも森林伐採が厳しく制限される
ようになっている 31。熱帯の低地 32 に位置す
る州ではココナツ殻などの有機農業廃棄物も
豊富で、木の生育も速い。一方、高地に位置
するベンゲット州ではココナツ殻等の有機農

30	この炭焼き施設のあるサンカルロス市からベン
ゲット州の州都のラ・トリニダード市まで車で３
時間弱かかる。

31	Executive Order No. 23（President of the 
Philippines 2011）の発出後、Department of Envi-
ronment and Natural Resources によって森林資源
保護に関する様々な指令が出されている。

32	ここではココナツやマンゴーといった熱帯作物を
栽培している地域を「低地」と呼んでいる。
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業廃棄物が少なく、木の生育も遅い。このた
め、森林伐採の制限が強まる中、ベンゲット
州では過去建設された町営の２つの木酢施設
が主に原料の不足によって閉鎖されている。
これらの町でセミナーを実施した際に、「過
去、町の施設で製造された木酢液を利用して
いたが、施設が閉鎖されたために木酢液利用
を止めてしまった」という数人の農家に会っ
た。

現在運営されている２つの町営の製造施設
は、主に町所有の林で育てた木を原料に利用
している。このため、通常は原料に不自由す
ることはない。しかし、今後木酢液を利用す
る農家が多くなり、消費量が増大すると、原
料不足のために製造が消費に追いつかない事
態も考えられる。

ベンゲット州での炭・木酢液の原料不足を
解決するために、JAEC は、2024 年に試験
的に、ベンゲット州のラ・トリニダード町で
ココナツ殻を無料で入手、野菜を運んだ帰り
荷で４時間かけてこれをブギアス町に運び、
これを原料に炭・木酢液を製造してもらっ
た。ココナツ殻を原料にしても木酢液製造に
は問題がなかったとのことであった。

フィリピンでも高原地帯のベンゲット州で
はココナツは栽培されていないが、観光地で
人口も多いバギオ市およびラ・トリニダード
町ではココナツが大量に消費されており、コ
コナツを取り出した殻が無料で入手できる。

一方、ブギアス町の一部の農家はバギオ市や
ラ・トリニダード町の市場まで野菜を自分の
トラックで運んで、その帰りは積み荷なしで
帰ってきている。このため、今後仮に需要が
急増しても、ブギアス町が木酢液購入農家に
要請してバギオ市およびラ・トリニダード町
からの帰り荷にココナツ殻を運んできてもら
うように手配することは可能である。また、
原料不足のために一度運営を止めた施設も、
この方法で原料を調達すれば運営再開は可能
である。

３）短命な木酢施設
前述の JAEC のファンドで建設した木酢

施設では、燃焼装置を鋼製のドラム缶で製作
していた。ドラム缶は炭焼きに利用しても、
メンテナンスをしっかりすれば 10 年以上持
つ 33 と言われている。JAEC が設置して自分
たちで利用していた木酢施設も３年利用して
問題なかった。

しかしながら、かなり多くの木酢施設設置
者から、ドラム缶が利用開始後数ヵ月で壊れ
てしまった、との報告を受けた。幾つかの組
織からは、「ドラムが焼き切れてしまった」
との説明を受けた。これは、ドラム缶に入れた
木質の材料を早く焼き終わってしまおうとし
て燃焼装置に空気を大量に送り込み、燃焼装
置内を高温にしすぎている可能性がある 34。
他に燃焼装置への水の浸入による腐食もドラ
ムの損傷の原因として考えられる。

ベンゲット州内のある木酢施設はステンレ
ス製の燃焼装置を持っており、３年利用して
も問題なく利用できている、との情報を得た。
ステンレスは腐食に対する耐性が強く、ある
程度の高温にも耐えられる 35 ので、ステン
レス製の木酢施設の耐用年数が長いと考えら

33	大矢（2002）
34	日本でもドラム缶式窯で炭焼きすると熱でドラム

缶が変形するとの報告がある（市村）。
35	SAVERS で利用を推奨している黒炭は 400～700℃

で製造される（林政部経営課特用林産対策室）。一
方、一般的に利用されている SUS304 は 800℃まで
の耐熱性がある（フィリール株式会社 2024）ので、
黒炭の製造温度の範囲内の高温に耐えられる。
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れる 36。
鋼製のドラム缶（中古）が 2800 ペソなの

に対しステンレスの燃焼装置は１万 8000 ペ
ソである。このため、当時、JAEC 内では、
最低賃金が１日あたり 470 ペソ 37 といった
フィリピンの地方部で農家にとって高価なス
テンレス製の燃焼装置を受領した組織が更新
時に同じ装置を買えるか、という懸念はあっ
た。しかし、地方政府や農民組織の木酢施設
の寿命が延びれば、それらの施設がより長い
間「ショーケース」として機能し、結果とし
て木酢液または炭の作物栽培への利用を通し
て木酢施設に興味を持つ農民の数も増えると
思われる。このため、プロジェクト終了の直
前の 2025 年２～３月にかけて、ステンレス
製の燃焼装置を製造して、要請があった 15
組織に配布、配布したものを鋼製のドラム缶
の代わりに使ってもらうようにした。ステン
レス製の燃焼装置の配布と並行して、「燃焼
装置内を高温にしないように」という注意事
項を含んだ施設の使い方のバナーを JAEC
の費用で製造した全ての木酢施設に配布し
た。さらに、各組織には、興味を持った農民
に「ドラム缶製の燃焼施設もある」と説明す
るように要請した。興味を持った農民が木酢
施設の設置を検討する際に、ドラム製とステ
ンレス製を比べ、自分が買える材料を選ぶと
期待できる。

おわりに

JAEC は 2025 年３月をもってプロジェク
トを終了した。しかし、少なくともベンゲッ
ト州では３つの木酢施設で製造された木酢液
が市場に流通しており、パンガシナン州でも
２つの木酢施設で木酢液を製造、これらの施
設の研修生にも木酢液製造・利用の仕方が教
えられている。JAEC の公的活動資金で建設
された木酢施設の多くは事業終了後もショー
ケースとして機能すると期待できる。これら
のことから、木酢液の生産・施用は事業終了
後も続けられると考えられる。

一方、バイオチャー（炭）の農地への施用
が日本政府の「Ｊ－クレジット制度」でカー
ボンクレジットの対象として認められ 38、こ
の制度に基づいた炭の施用が始まっている。
フィリピンでも、もみ殻からの炭生成による
カーボンクレジットの実証実験が計画されて
いる 39。今後、フィリピンで炭の生産・施用
がカーボンクレジットとして認められるため
には、JCM（二国間クレジット制度）など
の制度下での方法論が確立される必要がある
が、SAVERS の普及を通じて炭の施用を経
験した農業省、州政府などが方法論確立のた
めの試験に積極的に参加することが期待でき
る。また、土づくりの一環として炭の施用が
普及されたことから、方法論が確立された後
でも、農家は「カーボンクレジットの取得」
のためのみではなく「土づくり」のためにも
炭の施用に積極的に取り組むことが期待され
る。

日本でも 2021 年にみどりの食料システム
戦略が策定されるなど、農業分野でも世界的
に SDGs や環境を重視する動きが加速してい
る。このような状況の中で、フィリピンでは、

36	日本でもドラム缶式窯が直ぐ変形するのでステン
レス製の窯に替えたとの報告がある（倉敷ケーブ
ルテレビ）。

37	ベンゲット州を含む地域の 2024 年 11 月から適用
さ れ た 最 低 賃 金（Department of Labor and 
Employment 2024）。

38	Ｊ－クレジットの制度管理者である日本政府が承
認した方法（Ｊ－クレジット制度事務局 HP）に従っ
て製造、施用されたものに限る。

39	JETRO
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今後も低化学農薬・化学肥料栽培を目指す
SAVERS の各技術が重要視され続けると思
われる。
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